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第１ 総則   

１ 本書の位置付け 

この要求水準書（以下「本書」という。）は、小松島市（以下「市」という。）

が、「小松島市屋内プール整備運営事業」（以下「本事業」という。）を実施する民

間事業者（以下「事業者」という。）を募集及び選定するにあたり、本事業の募集に

参加する者（以下「応募者」という。）を対象に公表するものであり、本事業におい

て市が要求する施設整備水準及びサービス水準（以下「要求水準」という。）を示

し、応募者の提案に具体的な指針を与えるものである。 

なお、本事業を実施する事業者は、本事業の事業期間にわたって要求水準を遵守し

なければならない。また、本書において使用している用語の定義は、本文中において

特に明示するもの及び文脈上別異に解すべきものを除き、事業契約書に定めるところ

による。 

 

２ 本事業の目的 

市では、本港地区周辺の地域活力の向上が課題となっていること、小学校再編にあ

たって学校水泳授業に活用可能な屋内プールの整備が必要であること等を踏まえ、令

和８年３月に「小松島市屋内プール等整備基本計画」（以下「基本計画」という。）

を策定した。基本計画では、本港地区に位置する旧小松島市営バス整備場跡地に屋内

プール施設を整備することとしている。本事業が本港地区活性化の象徴となり、本市

が子育て世代に選ばれ、住みたいまち、住み続けたいまちとなることを目指すもので

ある。なお、基本計画におけるサウンドハウスホールへのこどもの遊び場機能の設置

については、財源の制約等の観点から本事業の対象外とするが、当該機能は 

子どもの健やかな成長を支えるとともに、地域コミュニティの形成を促進する上で本

市にとってたいへん重要であることから、今後における財源確保の状況や社会的需要

の変化を踏まえ、引き続き実現に向けた検討を進める。 

 

本事業は、屋内プール施設の設計・工事監理業務及び開業準備・運営・維持管理業

務、自主事業業務を、事業者が一体的に行う。これにより、民間の創意工夫やノウハ

ウを最大限活用し、財政負担の軽減や施設の利用促進、サービス向上、魅力的な企画

等、より効率的かつ効果的な事業の実現を図るものである。 

 

３ 本事業の対象施設 

本事業の対象施設は、事業用地内に存する本施設とし、用語の定義に示すとおりとす

る。 
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４ 本事業の範囲 

(1) 設計業務 

① 事前調査業務 

② 設計業務 

③ 各種申請業務 

④ その他業務 

 

(2) 工事監理業務 

① 工事監理業務 

 

(3) 開業準備業務 

① 屋内プール施設設計支援業務 

② 各種準備業務 

③ 広報・開業記念行事等実施業務 

④ 開業準備期間中の本施設の維持管理業務 

⑤ 備品選定・調達業務 

 

(4) 運営業務 

① 総合管理業務 

② 広報業務 

③ 屋内プール施設運営業務 

④ 周辺施設等との連携に係る業務 

⑤ 事業期間終了時引継ぎ業務 

 

(5) 維持管理業務 

① 建築物保守管理業務 

② 建築設備保守管理業務 

③ 什器・備品等保守管理業務 

④ 駐車場・外構等維持管理業務 

⑤ 環境衛生業務 

⑥ 清掃業務 

⑦ 警備・保安業務 

 

(6) 自主事業業務 

① 健康増進事業の実施業務 

② 飲食物等提供業務 
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③ 物販業務 

④ 市街地活性化事業の実施業務 

⑤ その他事業業務 

 

５ 事業期間（想定） 

(1) 屋内プール施設 

① 施設設計期間：契約締結日～令和 10 年 3 月 

② 工事監理期間：工事請負契約締結後～令和 12 年 9月 

③ 開業準備期間：令和 12年 4 月～令和 12 年 9 月（設計支援業務期間を除く） 

④ 維持管理・運営期間：指定管理協定締結後、10カ年を超えた最初の３月末までを

想定 

 

６ 本事業の実施に当たり遵守すべき法規制・適用基準等 

本事業を実施するにあたり、事業者は事業開始時最新版の各種法令（施行令及び施

行規則等含む。）、条例、規則、要綱等を遵守すること。また、各種基準・指針等に

ついても本業務の要求水準に照らし、準拠すること。なお、以下に示す本事業に関す

る主な関係法令等の他、提案した自主事業の実施に必要な各種法令、条例、要綱及び

各種基準・指針等を遵守すること。 

 

【法令等】 

 地方自治法（昭和22年法律第67号） 

 建築基準法（昭和25年法律第201号） 

 建築士法（昭和25年法律第202号） 

 消防法（昭和23年法律第186号） 

 道路法（昭和27年法律第180号） 

 道路交通法（昭和35年法律第105号） 

 都市計画法（昭和43年法律第100号） 

 港湾法（昭和25年法律第218号） 

 景観法（平成16年法律第110号） 

 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号） 

 電波法（昭和25年法律第131号） 

 高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号） 

 電気事業法（昭和39年法律第170号） 

 電気工事士法（昭和35年法律第139号） 

 水道法（昭和32年法律第177号） 

 下水道法（昭和33年法律第79号） 
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 浄化槽法（昭和58年法律第43号） 

 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和42年法律第

149号） 

 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号） 

 大気汚染防止法（昭和43年法律第97号） 

 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号） 

 悪臭防止法（昭和46年法律第91号） 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号） 

 騒音規制法（昭和43年法律第98号） 

 振動規制法（昭和51年法律第64号） 

 屋外広告物法（昭和24年法律第189号） 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91

号） 

 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成18年法律第91号） 

 文化財保護法（昭和25年法律第214号） 

 学校保健安全法（昭和33年法律第56号） 

 健康増進法（平成14年法律第103号） 

 労働基準法（昭和22年法律第49号） 

 最低賃金法（昭和34年法律第137号） 

 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号） 

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号） 

 警備業法（昭和47年法律第117号） 

 エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号） 

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号） 

 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号） 

 食品衛生法（昭和22年法律第233号） 

 食品表示法（平成25年法律第70号） 

 スポーツ基本法（平成23年法律第78号） 

 駐車場法（昭和32年法律第106号） 

 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号） 

 自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律

（昭和55年法律第87号） 

 遺失物法（明治32年法律第87号） 

 その他の関連法令 

 

【条例等】 
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 徳島県建築基準法施行条例 

 徳島県ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進に関する条例 

 徳島県生活環境保全条例 

 徳島県屋外広告物条例 

 小松島市公の施設の指定管理者の指定手続き等に関する条例 

 小松島市火災予防条例 

 小松島市緑の基本計画 

 その他の関連条例等 

 

【要綱・基準等】 

 建築設備計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修） 

 建築設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課）  

 建築構造設計基準及び参考資料（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修） 

 建築設備設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修） 

 建築設備設計計算書作成の手引（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課

監修）  

 建築設備耐震設計・施工指針（独立行政法人建築研究所監修）  

 構内舗装・排水設計基準及び参考資料（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課

監修）  

 官庁施設の基本的性能基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準及び同解説（国土交通省大臣官

房官庁 営繕部監修） 

 官庁施設の環境保全性基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

 官庁施設の防犯に関する基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課） 

 建築工事設計図書作成基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課） 

 建築設備工事設計図書作成基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境

課）  

 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕

部） 

 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕

部） 

 建築工事監理業務委託共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）  

 建築工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）  

 電気設備工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 
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 機械設備工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築工事標準詳細図（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課） 

 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部

設備・環境課） 

 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部

設備・環境課）  

 敷地調査共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

 建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建関技第103号） 

 建築工事安全施工技術指針（建設省営監発第13号） 

 建築保全業務共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

 建築保全業務積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

 建築物修繕措置判定手法（建設大臣官房官庁営繕部監修） 

 高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準（国土交通省） 

 公共建築数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

 公共建築設備数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

 公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕

部）  

 公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕

部）  

 公共建築工事見積標準書式（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

 公共建築工事見積標準書式（設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

 営繕工事積算チェックマニュアル（国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課） 

 建築設計業務等電子納品要領（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課施設評価

室） 

 官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン（国土交通省大臣官房官庁営繕

部整備 課施設評価室） 

 プールの安全標準指針（文部科学省・国土交通省） 

 学校環境衛生基準（平成 21 年文部科学省告示第 60 号） 

 レジオネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針（平成 15 年

厚生労 働省告示第 264 号）  

 遊泳用プールの衛生基準（健発第 0528003 号 厚生労働省健康局長通知）  

 道路構造令の解説と運用（公益社団法人日本道路協会） 

 道路の移動等円滑化整備ガイドライン（一般財団法人国土技術研究センター）  

 国の機関の建築物の点検・確認ガイドライン（一般財団法人建築保全センタ

ー）  

 学校施設における天井等落下防止対策のための手引（文部科学省）  
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 昇降機技術基準の解説（国土交通省住宅局建築指導課編集協力） 

 その他の関連要綱、基準等 

 

７ 要求水準の変更 

(1) 要求水準の変更事由 

市は、事業期間中に、次の事由により要求水準を変更する場合がある。 

ア 関係法令等の変更により業務内容が著しく変更されるとき。  

イ 市の事由により業務内容の変更が必要なとき。   

ウ その他業務内容の変更が特に必要と認められるとき。 

 

(2) 要求水準の変更手続き 

市は、要求水準を変更する場合、事前に事業者と協議を行う。要求水準の変更に伴

い、 事業契約書に基づき事業者に支払う対価を含め、必要な契約変更を行うものとす

る。 

 

８ 保険 

(1) 事業者が加入すべき保険 

事業者の責任と費用負担により加入すべき保険及びその条件は以下のとおりとす

る。 

 

① 設計業務に係る保険 

 事業者は、設計上の瑕疵、その他設計業務に起因する損害等の対応に備え、自らの

負担により、専門職賠償責任保険（設計業務保険等）に加入すること。 

 

② 工事監理業務に係る保険 

 事業者は、工事監理上の瑕疵、その他工事監理業務に起因する損害等の対応に備え、

自らの負担により、専門職賠償責任保険（工事監理業務保険等）に加入すること。 

 

③ 運営・維持管理業務等に係る保険 

 事業者は、運営・維持管理業務期間中、自らの負担により、第三者賠償責任保険等、

必要と考えられる保険に加入すること。 

 

(2) 上記保険以外の保険 

前記各保険以外に、事業者の提案において加入するものとした保険については、事

業者提案に定めるところにより加入するものとし、変更する必要が生じたときは、あ

らかじめ市と協議すること。 
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９ モニタリング 

(1) 市によるモニタリングの実施 

市は事業者が行う業務に対して、募集要項に記載の通りモニタリングを実施する。

事業者は、募集要項等、及び事業者提案内容（以下、「要求水準書等」という。）の

履行状況について自ら確認（以下、「セルフモニタリング」という。）を行い、市の

モニタリングに必要な協力を行うこと。 

 

(2) 事業者によるセルフモニタリングシートの作成 

事業者は、要求水準書等の履行記録として下記の内容を記載したセルフモニタリン

グシートを作成し、要求水準書等で定められた水準が維持されていることを市に報告

すること。 

事業者は、業務成果品の提出時、及び市が必要と認めるときにセルフモニタリング

シートを提出すること。 

① セルフモニタリング実施状況 

② 要求水準書等確認報告書 

③ 要求水準書等の未達内容と改善方法 

 

１０ その他 

(1) 光熱水費の取扱い 

本事業の維持管理業務及び運営業務に要する光熱水費は、当初3か年度分は実費精

算とし、別途市が支払う。4か年度目以降は、維持管理・運営業務の業務期間開始か

らの実績に基づき、市と維持管理運営企業の協議により光熱水費の金額及び支払い方

法について定めるものとする。自主事業に要する光熱水費は維持管理運営企業の負担

とする。 

 

(2) 個人情報保護 

本事業の実施にあたり、個人情報の取り扱いは、個人情報の保護に関する法律等の

法令を遵守し、その取扱いに十分留意し、漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人

情報の適切な管理に努め、個人情報を保護するために必要な措置を講じること。  
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第２ 基本要件 

１ 本事業における基本方針 

基本計画を踏まえ、本施設の目指すべき方向性及びコンセプトは以下のとおり。 

 

(1) 基本計画が目指す方向性 

以下の内容を重視し、子育て世代に選ばれ、住みたいまち・住み続けたいまちとし

ての魅力向上に貢献する施設として、本施設を整備運営すること。 

 

① 多世代の交流機会の提供 

 年齢や個人の興味関心に応じた、あらゆる世代の交流の機会を提供する。 

 あらゆる世代の人が、心身のコンディションを整えたり、リフレッシュしたりでき

るような、日々の生活の中での息抜きの場や、多世代交流につながる場を提供する。 

 健康への関心が高く、運動に意欲的に取り組んでいる方以外でも、誰もが楽しみな

がら活動できる場を目指す。 

 仲間に会うために立ち寄ったり、こどもたちの様子から活力を得たり、多様な目的

を持った人たちを受入れ、いつでも訪れたくなるような居場所となることを目指

す。 

 

② こどもから高齢者までの心身の向上・健康増進の機会提供 

 屋内プール施設では、天候に左右されず、年間を通じて、水泳教室や健康増進プロ

グラムを積極的に企画することで、幅広い世代の利用を促進し、市民の心身の向

上・健康増進の機会を提供する。高齢者向けの水中ウォーキング教室や介護予防プ

ログラム、小さなこども向けの親子スイミングプログラム等、多様なニーズに対応

したサービスを提供することで、利用者の満足度を高める。 

 

(2) コンセプト・整備方針 

本施設の目指す方向性を踏まえたコンセプトと整備方針は以下のとおり。 
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図表１ コンセプト 

 

(3) 整備方針 

本施設の目指す方向性とコンセプトを踏まえた整備方針は以下のとおり。 

① 誰もが利用できる施設 

 本施設は、乳幼児からシニアまであらゆる世代の方の利用を想定した、多世代が集

う施設とする。 

 

② 日常的に訪れたくなる施設 

 本施設は、施設を利用する心理的ハードルをなるべく下げ、より多くの人々に親し

まれる施設を目指す。暮らしの一部として、居場所の一つとして、何度でも訪れた

くなる施設を目指す。 

 

③ 天候に左右されず利用できる施設 

 本施設は、天候の影響を受けずに、年間を通して利用できる施設とする。安定的な

運営を可能とする、屋内型の施設とする。 

 

④ 学校教育や他の公共施設と連携した施設 

 プールの運営については、教育機関と密に連携しながら、こどもが安全に授業を受

けられる施設とする。運動や遊び、子育て支援に関するプログラムの企画において

は、本港地区内を中心とした市内公共施設とも連携した事業を展開する。 



資料 2 

11 

２ 事業用地 

(1) 事業用地の概要 

本事業の事業用地は、下図の青色枠で示す。 

 事業用地は旧小松島市営バス整備場跡地であり、屋内プール施設を新たに整備する

用地とする。 

  

図表 2 位置図 

 

図表 3 事業用地の概要 

住所（地名地番） 徳島県小松島市小松島町字新港 9-5、9-6 

敷地面積 2,839.39 ㎡（参考資料１ 地積測量図による） 

都市計画区域 市街化区域 

用途地域 準工業地域 

防火地域 法第 22 条区域 

容積率／建蔽率 200% / 60％ 

絶対高さ 指定なし 

道路斜線／隣地斜線 勾配 1.5 (適用距離 20m) / 31m+勾配 2.5 

前面道路 北側前面道路（小松島港線）幅員 21ｍ～21.8ｍ程度 

※東側道路は臨港道路であり、道路法・建築基準法適用外 

その他 地盤の高さ（GL）：T.P.+2.1ｍ（R8 解体工事前） 

高潮浸水想定水位：1～2ｍ 

（小松島市防災ハザードマップによる） 
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(2) インフラの整備状況及び整備条件 

事業用地周辺のインフラ整備状況は、下記のとおり。詳細は参考資料を参照するこ

と。敷地内の浄化槽等処理水の放流先は、市にて協議中であるが、南側側溝に放流す

ることを想定している。なお、接続整備に要する費用については、事業者の負担とす

る。 

図表 4 インフラ整備状況の整理 

上水道 50φ（北側県道 100φから引込み）あり  

下水道 なし（浄化槽対応区域） 

敷地南東側にある集水桝に排水放流を想定（要協議） 

都市ガス なし（LPG 利用可能） 

電気 電柱により架空配線 

通信 要確認 

 

(3) 土地利用履歴と土壌汚染調査及び土壌汚染対策法の届出 

事業用地は、現状徳島バスの駐車場として利用されており、過去には小松島市営バ

ス駐車場兼整備場として利用されていた。県環境管理課、保健所への聞き取り調査に

よると水質汚濁防止法の特定施設の届出、及び瀬戸内海環境保全特別措置法の許可申

請の提出がされた記録がなく、3000 ㎡以上の土地の形質変更をするときは、土壌汚染

対策法の届出が必要である。その業務は本業務に含む。 

 

(4) 地盤状況 

事業用地の地盤状況調査は未実施であるため、基本設計開始前に事業者にて地盤調

査を実施し、市へ報告すること。なお、本プロポーザルにおいては近隣の地盤状況で

ある、「参考資料2 近隣地盤調査データ」を参照し、GL-34.5ｍを支持層深度の仮定

値として計画すること。  

 

(5) 敷地境界 

事業用地の境界については、「参考資料1 地積測量図」により確定されているが、

作成年が古く座標情報を含まず数値の正確性は保証できないため、基本設計開始前

に、事業者の負担において現況測量を行い、その結果を市へ報告すること。なお、本

プロポーザルにおいては、「参考資料1 地積測量図」に記載の敷地面積・敷地形状と

して計画すること。 

周辺道路、隣地との高低差を測量した上で、設計GLを決定すること。 

 

(6) 既存施設及び樹木等 

事業用地にある既存施設及び樹木等については、令和 8年度中に解体撤去する予定
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である。これら既存施設の解体撤去は、事業範囲には含めない。 

ただし、事業用地と東側臨港道路のフェンス間にある植栽は、臨港道路の管理者で

ある徳島県との協議を終えたのちに撤去を予定しているため、当該植栽撤去と外構整

備は本業務の設計範囲とする。 

なお、臨港道路に位置する側溝は排水経路として機能しているかを確認し、撤去若

しくはやり替えすることによる影響を検討すること。 

 

３ 本施設の営業に係る基本要件 

(1) 本施設の開館日及び休館日等 

① 屋内プール施設 

ア 供用開始日 

令和 12 年 10 月 1 日予定 

※事業者の提案に基づき、供用開始時期を早める場合がある。 

 

イ 開館日 

毎年 12 月 29 日から翌年 1 月 3 日までを除き、原則開館日とし、週１回の定休日

を設けるものとする。ただし、事業者の提案により、この基準より長く開館をするこ

とや、より多くの日数を開館することは可能である。また、定期点検日として、月１

回の休館期間を設けることができる。 なお、定期点検等による休館日は、事前に市

と維持管理運営企業が協議して決定する。 

 

ウ 開館時間 

一般利用者向けの開館時間は、10：00 から 20：00 までを予定しているが、維持

管理運営企業の提案に基づき、市と協議の上で決定する。なお、プールエリアでは、

平日の午前に学校水泳授業での利用及び介護予防事業での利用を想定しており、こ

れらの利用がある時間には一般利用者の受け入れは想定しないこととする。ただし、

これらの利用に影響が出ないよう適切に配慮し、市と協議することで、一般利用との

併用や自主事業を実施することも可とする。学校水泳授業及び介護予防事業につい

ては本書「第 10 学校授業実施業務及び介護予防事業実施業務に関する事項」のとお

りとし、詳細は事前に市と維持管理運営企業が協議して決定する。 

 

(2) 予約形態及び受付方法について 

本施設の予約受付方法、利用形態に関する考え方は、維持管理運営企業の提案に基

づき、市と協議の上で決定する。 
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(3) 利用料金について 

利用者が本施設の使用に係る料金として支払う利用料金は、条例等に基づき徴収し、

維持管理運営企業の収入とする。 

 

① プール・スタジオ利用料 

市は、本施設の運営にあたり、「地方自治法」第 244 条の 2第 8項に定める利用料

金制を導入する予定である。 

事業者は、市民等が気軽に本施設を利用できることに配慮しつつ、施設の整備水準、

近隣類似施設等の利用状況等も勘案し、利用形態にあわせた利用料金の金額を提案

すること。 

利用料金の区分については、時間帯、季節および年齢層等に応じた設定を行うこと

ができることとする。なお、現時点では団体利用における減免は想定しない。 

事業者は、施設の有効利用・利用促進、利用者の利便性の向上、公共性等を考慮し、

各種の割引料金を提案することができることとする。 

 

② 各種プログラム・イベント等参加料 

本施設の運営業務の要求水準に基づき維持管理運営企業が実施するプログラム・

イベント等の参加料は、維持管理運営企業の提案に基づき、市と協議の上決定するも

のとする。 

なお、料金設定にあたっては、プログラム等に必要となる材料費の実費負担程度と

するなど、誰もが参加しやすい料金とすること。 
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第３ 本施設の機能及び性能等に関する事項 

１ 建築計画に係る要求水準 

(1) 共通事項 

① ユニバーサルデザインの推進 

 本施設は、障害の有無や年齢、性別、国籍に関わらず、多様な利用者が安全・安心

に利用できるように計画すること。 

 多様な性（LGBTQ+）の人が気兼ねなく利用できるよう、男女別だけでなく誰でも使

用できる更衣室やトイレの設置について配慮すること。 

 

② 周辺環境・景観との調和 

 市の象徴とも言える美しい海等の自然環境や景観と調和するよう、外観や色彩等

に配慮した計画とすること。 

 

③ 環境への配慮 

 地球環境の保護・保全に配慮し、建物のライフサイクル全体での省エネルギー、省

資源化、施設が周辺環境に与える影響の軽減策等により、環境負荷を抑制すること。 

 

④ 防災・防犯への配慮 

 自然災害や火災等の非常時における防災対策や避難の安全性に配慮した施設とす

ること。 

 特に、本事業用地は徳島県の防災・減災マップにおいて液状化危険度が極めて高い

と示されていることから、建築物等が不同沈下等を起こさず、耐震性にも配慮した

計画とすること。 

 施設の運営及び維持管理方法と整合した防犯設備を設定し、安心・安全を確保でき

る計画とすること。 

 

⑤ 地域調達への配慮 

 県内企業の参画への配慮、県内企業の技術力の活用、地元雇用の創出など、地域経

済への貢献に努めること。 

 小松島市の気候・風土や文化性を踏まえ、地場素材の活用に努めること。 

 

⑥ 持続性への配慮 

 今後の技術革新、利用者ニーズの変化に対応できるよう、施設の機能や構成要素の

柔軟性の確保に努めること。 

 

⑦ 安全性への配慮 
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 設計段階から運営者や利用者の安全性に関する意見を十分に取り入れること。 

 地震時の落下物やガラスの飛散、排水口への吸い込みに対し、十分な対策を講じる

こと。 

 施設利用上必要と考えられる部分については、転倒、転落事故防止等の安全性確保

に努めること。手摺等は安全性や視認性に配慮すること。 

 低年齢層から高齢者までの幅広い利用者の安全に配慮した計画を行う中でも、特

に学校プールとしての利用を考え、低学年から高学年の成長の異なるこどもの身

体の活動の安全に配慮すること。 

 屋内外ともに、滑る危険性があるところは防滑性を有する材料を選定する、素肌が

触れるところは裂傷や火傷がないように仕上げるなど、利用者の怪我に繋がるこ

とがないようにすること。 

 

(2) 本施設の構成 

本施設の構成は以下のとおり。 

 

図表 5 本施設の構成 

施設 規模 内容 

屋内プール施設 建物延床面積 

約 1,700 ㎡ 

敷地面積 

2,839.39 ㎡ 

・新たに整備 

・設計業務、工事監理業務、開業準備・運営・

維持管理事業対象 

・延床面積は±10％程度を認める 

・高潮浸水リスク対策として 1FL は隣接する

サウンドハウスホールの正面玄関レベル

（GL+1.0ｍ程度を想定）以上とすること 

 

(3) 屋内プール施設の必要諸室等 

屋内プール施設に設ける諸室等は以下のとおり。その他必要と思われる諸室は事業

者にて検討のうえ、適宜設けることとし、事務系居室の一体利用を提案することも可

能とする。 

図表 6 屋内プール施設の必要諸室等 

施設 エリア 諸室 

屋内プー

ル施設 

プール・スタジ

オエリア 

25m プール 

プールサイド 

採暖室 

監視室 
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更衣室・トイレ・シャワー室（男女別） 

だれでも更衣室 

多目的スタジオ 

共用部エリア ラウンジ 

プール観覧スペース 

救護室 

総合案内・受付 

事務室 

スタッフ用更衣室 

倉庫 

機械室 

トイレ・エントランス・通路・階段・EV 等 

屋内プール施設に附帯する外構等 

 

(4) 屋内プール施設の諸室・機能等 

① 全体 

 建物の構造・階数は施設配置や動線計画、建設費等を総合的に勘案して提案するこ

と。 

 事業用地は、高潮浸水水位が 1m～2m と想定されているため、浸水対策として１階

の床高さを隣接するサウンドハウスホールの正面玄関床高さ（設計 GL+1ｍ程度を

想定）以上とし、出入り口には高さ１m程度の防潮板を設けること。 

 サウンドハウスホールと効率的に連携できるよう諸室配置に留意すること。 

 維持管理が容易な施設となるよう、管理動線にも十分留意すること。 

 上足エリアと下足エリアは事業者の運営方針に基づき明確に区分すること。また、

ドライエリアとウェットエリアで動線が交錯しないようにすること。 

 学校水泳授業の受入に対応できるよう、駐車場からのアクセスについて、十分に配

慮すること。 

 学校水泳授業と一般利用は利用期間や時間帯を分けて運営することを前提とする

こと。 

 結露や塩素等による腐食が生じないように、適切な断熱、防錆、防食処理等を考慮
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すること。 

 備品類については、施設のコンセプトや諸室の機能、要求水準を満たす性能を果た

すように選定すること。 

 

② 25m プール 

 レーン数6レーン以上、1レーンの幅2m以上の通年利用可能な温水プールとする。 

 幼児や小学生等の利用を想定し、安全性及び利便性に配慮すること。 

 深水高さの調整は可搬式とし、運用上、プール水深の調整を図る場合、置き型のプ

ール水深調整器具を用いるなど工夫すること。 

 （公財）日本水泳連盟の公認とせず、学校授業や健康づくりの場としての利用を想

定すること。 

 安全に入水できるようスロープを設置すること。スロープは仮設も可とする。 

 飛び込みは原則想定しない。 

 学校授業利用時の最大人数は約 100 名（35 名×3クラス）利用を想定している。 

 天井面の梁や機器類などはレーンと並行して配置するなど、利用者の心理的側面

にも配慮した計画とすること。 

 天井面は、25ｍレーンにおいて、泳者が距離や位置を確認できる計画を行うこと。 

 排水口の吸い込み事故を防止するため、排水蓋等を固定するとともに、吸い込み防

止金具を設置するなど、二重構造の安全対策を実施すること。 

 

③ プールサイド 

 プールサイドは 25mプールの縁から壁芯まで 3.0ｍ以上のスペース（4辺の内 1か

所のみ 5.0ｍ以上）を確保すること。 

 学校授業での利用を想定し、集団で待機や準備体操等ができるまとまったスペー

スを確保すること。 

 運動中に休憩ができるスペース、着衣のまま観覧ができるスペース、仮設プール・

水遊び場の設置スペース等として、多目的に使えるよう、十分な広さを確保するこ

と。 

 プールサイドの利用などに対して、幼児や小学校低学年が安全に利用できる環境

とすること。 

 舗装材は、防滑性、清掃性、クッション性等に配慮した材料とすること。 

 不浸透性材料を用い、水際は滑り止め構造とすること。 

 吸水率が低く耐久性の高い材料を使用すること。 

 水に濡れても滑らないノンスリップ性の材料を使用すること。 

 素足で触れても不快感（痛い、冷たい等）のない材料を使用すること。 
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④ 採暖室 

 床仕上げ、排水方法、暖房方式、換気方法等に配慮すること。 

 水たまりができないようにすること。 

 衛生的な管理及び使用ができる構造とすること。 

 利用者が座って休憩できるようにすること。 

 利用状況に応じ、適正な温度設定ができること。 

 

⑤ 監視室 

 安全管理・監視・事故防止のため、プール全体を監視しやすい位置に設けること。 

 

⑥ 更衣室 

 エリア内共通の男女それぞれの更衣室を設ける。スタジオでは軽度の運動を想定

することから、スタジオの利用者用の更衣室が必要であるが、プール利用者用と分

けて設けることは必須としない。 

 学校水泳授業専用の更衣室を設けることは必須としないが、一般利用者と生徒が

混在しないよう配慮すること。 

 児童の利用にも配慮すること。 

   

⑦ だれでも更衣室 

 異性の介助者や親子が一緒に着替えを行うことができるスペースを確保すること。 

 車いすのままプールサイドに移動しやすいよう配慮すること。 

 

⑧ トイレ（プールエリア） 

 プール利用者用トイレとして、男性トイレ、女性トイレ、だれでもトイレを想定し、

利用者数に応じて計画すること。だれでもトイレはオストメイト対応とすること。 

 児童の利用にも配慮すること。 

 トイレからプールサイドへは強制シャワー等を経由すること。 

    

⑨ シャワー室 

 男女それぞれシャワーブースを利用者数に応じて設置すること。 

 児童の利用にも配慮すること。 

 

⑩ 多目的スタジオ 

 ダンスやヨガ等のスタジオプログラムの開催や、会議での利用等、多目的に活用す

ることを想定した、ゆとりある広さや使い勝手のよさに十分留意すること。 

 70 名程度の生徒が体操もできるように、150 ㎡以上のスペースを確保すること。 
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 壁面鏡を設置すること。 

 音響設備を備え、防音性に配慮すること。 

  

⑪ ラウンジ 

 利用者が、休憩や利用者同士の交流等、自由に過ごせるスペースとすること。 

 学生等の学習スペース等も確保すること。 

 

⑫ プール観覧スペース 

 プールの様子をプールの外から観覧できるスペースを設けること。 

 ラウンジとの一体的な整備も可能とする。 

 

⑬ 救護室 

 事務室に隣接する位置とすること。 

 体調不良の利用者が休むことができるよう配慮すること。 

 救急時の搬出に配慮した配置や動線を計画すること。 

 

⑭ 総合案内・受付 

 受付カウンターの認識しやすさに配慮すること。また、館内案内や料金、イベント

情報をわかりやすく掲示すること。 

 

⑮ 事務室 

 施設の管理しやすさと業務効率向上のため、ゆとりある広さや使い勝手のよさに

十分留意すること。 

 受付カウンターとの連携に留意すること。利用者とのスムーズなコミュニケーシ

ョンのため、開かれた設えであることが望ましい。 

 館内スタッフの良好なコミュニケーションを念頭に置いた配置に留意すること。 

 運営管理上必要な規模を事業者にて設定すること。 

 

⑯ スタッフ用更衣室 

 男女別にそれぞれ更衣室を設置すること。 

 運営管理上必要な規模を事業者にて設定すること。 

   

⑰ 倉庫 

 事務室、プール、多目的スタジオ、それぞれに併設すること。 

 各機能に応じた十分な大きさと、適切な幅・奥行・高さ・収納方法に配慮すること。

搬入搬出時に格納物が痛まないよう、必要に応じて庇等を設置すること。 
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⑱ 機械室 

 効率よい設備配置、費用対効果や耐久性に配慮した仕様とすること。また、ハザー

ドエリアに存する敷地立地に配慮した計画とすること。 

 

⑲ トイレ（共用部エリア） 

 施設利用者用トイレとして、男性トイレ、女性トイレ、だれでもトイレを規模に応

じて計画すること。だれでもトイレはオストメイト対応とすること。 

 児童の利用にも配慮すること。 

 

⑳ エントランス、通路、階段等 

 エントランスホールでの上下足履き替えについては、上履き及び下履きのゾーン

分けを明確にし、事業者にて提案すること。 

 エントランス、通路はベビーカーや車いすでも利用しやすい、ゆとりある大きさの

仕様とすること。計画によりエレベーターを設置する場合も同様に、ベビーカーや

車いすの利用を想定した仕様とすること。 

 利用者の使う階段の手すりは 2段式とすること。 

 階段は児童や高齢者等に配慮したゆとりのある計画とすること。 

 利用者が利用する通路には展示、掲示機能を持たせるとともにそれらの見やすさ

に留意して、通路幅や照明等を計画すること。 

 

㉑ 外構等 

 学校水泳授業利用のための送迎用バスの乗降場として大型バス 1 台分以上を確保

すること。また、乗降の際に雨に濡れないようにキャノピー等を設けること。 

 送迎用バス駐車場を、円滑かつ安全な出入りに配慮するとともに、不審者の侵入防

止等の観点から死角の少ない場所に配置すること。 

 送迎用バス駐車場は大型バス 2 台分を整備し、施設までのスムーズな動線を確保

するよう計画すること。 

 

(5) 屋内プール施設の配置計画 

以下の点に留意しつつ屋内プール施設を配置・計画すること。 

 本施設は、敷地の南西側に位置する県道小松島港南小松島停車場線（178号線）八

千代橋側からのアクセスを主要動線とし、当該動線からの視認性や施設の見栄え

に配慮し、南側を施設の正面とした配置計画とすること。八千代橋から見た際に、

施設の存在感や開放感が感じられるよう建物の向きやエントランスの位置、全面

空地・植栽等を適切に配置し、周辺の街並みと調和した景観形成を図ること。 
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 隣接するサウンドハウスホールとの往来のしやすさを考慮した施設配置とするこ

と。 

 サウンドハウスホールの運営に支障を来さないよう十分配慮した計画とすること。 

 サウンドハウスホールの建築的な魅力を損なわず、一体性のある施設となるよう

に意匠性に配慮すること。 

 施設の特性を理解し、機能及び利便性に配慮したわかりやすい平面計画とするこ

と。 

 施設の特性や要求性能に応じた断面構成とし、合理的な階高設定とすること。 

 自然災害について十分に注意した計画とすること。 

 緊急車両等の進入及び活動に十分配慮した計画とすること。 

 清掃及び点検・保守等の業務内容に応じた作業スペース、搬入・搬出ルート、設備

配管スペース等の確保に努めること。 

 屋内プールは、プライバシー保護の観点から、外部からの視線を遮るなどの配慮を

すること。 

 

(6) 動線計画 

 屋内プール施設とサウンドハウスホールの往来のしやすさを考慮した動線計画と

すること。また、極力雨に濡れずにそれぞれを一体的に利用できるようにキャノピ

ー等を計画すること。 

 学校水泳授業での利用を想定した動線計画とすること。 

 自家用車や自転車等、想定される交通の利便性に配慮すること。 

 歩車分離を徹底すること。 

 利用料金が発生するエリアに、利用料金を支払わない利用者が進入できない様な

計画とすること。 

 

(7) サイン計画 

 ユニバーサルデザインを意識し、視認性に優れたサインを屋内外に設置すること。 

 こどもにも分かりやすい表記やピクトグラム等を活用すること。 

 コンセプトに準じた統一感あるデザインとなるよう留意すること。 

 計画の詳細については市と協議を行うこと。 

 

(8) 外構計画 

 サウンドハウスホールと屋内プール施設に統一感を持たせるような外構計画とす

ること。 

 サウンドハウスホールの既存の浄化槽操作盤、駐輪場サイクルポートの移設を検

討し、屋内プール施設と合わせて計画すること。 
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２ 屋内プール施設の構造に係る要求水準 

(1) 構造方式 

 本事業の目的及び関連法規を十分考慮の上、規模・用途、気候風土、立地に適した

構造方式を採用すること。 杭工法の選定においては、比較検討資料を作成し、市

に了解を得ること。 

 

(2) 耐震安全性  

 構造設計にあたっては、図表７の耐震安全性に応じた構造水準とし、自重、積載荷

重、地震荷重、風荷重、その他の荷重に対して、構造耐力上十分に安全な計画とす

ること。 

 

図表 7 耐震安全性 

対象部位  耐震安全性の分類  

構造体  Ⅱ類  

建築非構造部材  Ｂ類  

建築設備  乙類  

   

(3) 耐久性  

 「徳島県公共施設等総合管理計画」に基づき、長寿命化を図れる耐久性能を備えた

構造とすること。 

 鉄骨を使用する場合は、塩素に対する十分な防錆・防腐食対策を講じること。また、

屋外に使用する鉄骨は溶融亜鉛メッキ処理を施すこと。 

 構造物が塩害により所要の耐久性が損なわれないようにすること。 

 

３ 屋内プール施設の設備に係る要求水準  

(1) 共通事項 

以下の点に留意した計画とすること。 

 省エネルギー型の設備や自然エネルギーの活用等に取り組むこと。 

 エネルギー効率の高い機種を選定し、ライフサイクルコストに配慮するとともに、

消耗品、交換部品の手配やメンテナンス性等、維持管理に配慮した計画とすること。 

 屋外に設置する機器類は塩害対策を講じること。 

 プール用熱源、冷暖房用熱源、一般給湯用熱源のシステムについては、維持管理費

や環境負荷などを総合的に勘案して、事業者にて提案すること。 
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(2) 電気・通信設備計画 

項目  要求水準  

共通事項   使用目的、環境に適したエコ仕様の配線を使用すること。  

 電機室等は、高潮等の災害に留意した配置にするとともに、水を使

用する室の下階に計画しない。 

 プール室内に設置する各機器は耐塩素仕様とし、機器の長寿命化を

図ること。 

受変電設備   負荷系統に適した変圧器構成とすること。 

 消防法、火災予防条例及び所轄消防指導等に従って設置すること。  

 保守、増設・更新スペースを確保すること。 

 映像・音響、情報通信機器等への電源ノイズ障害を考慮すること。 

 浸水高さ以上の設置とすること。 

動力設備  動力制御盤を設置し、配管配線及び幹線配管配線等を適切に行うこ

と。 

静止型電源設

備 

 非常用照明、受変電設備の操作用電源として、直流電源装置等の設

置を検討すること。 

 事業者が必要と判断する設備には、停電時保障用の無停電電源装置

を設置すること。  

電灯設備  高効率型器具、省エネルギー型器具を採用すること。  

 諸室の用途と適性を考慮して適切な機器選定を行うこと。   

 諸室の用途や適性等に応じた光環境の確保を図るとともに、自然採

光を取り入れる等、照明負荷の軽減に努めること。  

 照明器具は、メンテナンスの容易なものにすること。  

 非常照明、誘導灯等は、関係法令等に基づき適切に設置すること。 

 高所に配置された器具は、容易に保守管理できるよう配慮すること。 

 外灯も適宜設けること。 

構内情報通信網

設備 

 原則として建物内は、LAN 等の通信設備が利用できるように配管配

線を行い、無線 LAN サービス（Wi-Fi）が利用できる環境とするこ

と。  

構内交換設備  

 

 建物内に電話設備（内線・外線）を設置し、必要な配管配線工事を行

うこと。なお、設置箇所は事業者の提案とする。  

 ダイヤルイン方式とし、必要な回線数を設けること。 

放送設備  法的に必要な放送設備の他、運営に考慮した設備を設置すること。 

情報表示設備  施設内要所に時刻合わせ不要な時計を設置すること。 
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誘導支援設備  エレベーター（設置する場合）、多機能トイレ等に押しボタンを設け、

異常があった場合、表示窓の点灯と警報音等により事務室及び管理

人室に知らせる設備を設置すること。  

 玄関入口に事務室と連絡がとれるインターホンを設置すること。  

テレビ共同受信

設備 

 地上デジタル放送、各種ラジオ番組、ネット配信等の受信視聴が可

能な設備を設置すること。  

 事務室、多目的スタジオにはテレビ端子を設けること。その他諸室

は事業者の提案とする。  

 受信料等は、事業者の負担とする。  

映像・音響設備  多目的スタジオにプロジェクター、スクリーン、モニター、スピーカ

ー等の映像・音響設備を設置すること。  

 その他諸室は、想定する利用方法に合わせて必要な設備を設置する

こと。 

ICT(情報通信技

術)設備 

 多目的スタジオに、PC やタブレットを用いた会議等の ICT を用いた

交信等を行える環境を整備すること。 

防犯管理設備  

 

 機械警備設備は、事務室にて一元管理できる計画とすること。  

 施設内外の必要箇所に防犯カメラを設置し、事務室にて一元管理を

行える計画とすること。 

火災報知設備  関係法令等に基づき、受信機、感知機等を必要な個所に設置するこ

と。 

テレビ電波障害

防除設備  

 屋内プール施設の建設に伴い、近隣に電波障害が発生した場合は、

テレビ電波障害防除設備を設けること。 

 

(3) 空調換気設備計画 

項目 要求水準 

共通事項   地球温暖化防止等地球環境に配慮し、省エネルギー化を目指した熱

源システムを選択すること。 

 プールエリアでは温水プールの水温（25℃～30℃）維持が可能な設

備とすること。 

空調設備   各室の用途に応じ、室内環境を考慮した空調システムを提案するこ

と。 

 温度管理は、事務室における一元管理とともに、各諸室においても

調整可能とすること。特に、中間期に冷房と暖房のニーズが同時発
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生しうることにも配慮した設備とすること。 

換気設備  シックハウスに配慮し、換気設備を設け、空気環境の測定基準に則

した除塵対策を行うこと。  

 諸室の用途、目的等に応じた適切な換気方式を選定すること。 

 プールの湿気及び塩素がプールエリア以外に流入しないよう、全体

のエアバランスを適切に保つものとすること。 

排煙設備  自然排煙を原則とし、必要に応じて機械排煙設備を設けること。 

自動制御設備  事務室において各種設備機器を運転監視すること。 

 

(4) 給排水衛生設備計画 

項目  要求水準  

共通事項  利用者変動に柔軟に対応できるシステムとすること。 

 快適性・耐久性・保守性・節水性に優れた機器・器具を採用するこ

と。 

 維持管理しやすいシステムとすること。 

 設備更新に対応できるよう、配管ピットの設置等により必要な空間

を確保すること。 

給水設備   給水システムは、各所必要箇所に必要水量、水圧が定常的に確保で

きるシステムとすること。 

 雑用水は、雨水等による水資源の効率的運用、省資源化を検討する

こと。 

給湯設備   事務室その他必要に応じた箇所に給湯設備を設置すること。  

 設置箇所の給湯量、利用頻度等を勘案し、効率よい方式を採用し、衛

生的な給湯を行うこと。  

排水設備  施設内で発生する各種の排水は、合併処理浄化槽に適切に接続する

こと。 

 排水時には排水の水質・水温等による周辺環境への影響の低減に配

慮すること。 

 プール排水については、残留塩素の中和や pH の調整等の処理を行

い、水質基準を遵守した上で排水すること。また、排出先関係者と協

議の上、排水量を制御し、適切に排水すること。 

 排水先関係者と協議するための、資料（排水量、時間、塩素濃度等）

を作成すること。 

衛生器具設備  便器は洋式便器とし、便座は暖房温水洗浄便座とすること。  
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 小便器は、自動洗浄とすること。  

 手洗いは、自動水栓とすること。 

ガス設備  ガスを使用する場合は、プロパンガスとし、必要な配管及び保管庫

等を設置すること。  

 ガス漏れ警報器や緊急遮断弁等を設置し、安全性に十分配慮するこ

と。  

プール循環ろ過

設備 

 ろ過設備は機能性・安全性の両面を経済的に実現できるものとする

こと。 

 計画遊泳者数やプールの用途に応じた能力を設定すること。 

 循環ろ過装置の出口における濁度を０.１度以下とすることができ

る能力とすること。 

 吐出口・吸込口等は可能な限りプールの水質が均一になる位置に設

置するとともに、吸込み事故防止対策を行うこと。 

 滞留水が発生せず、均一に水流分布すること。 

 自動水質監視装置を設置し、プールの水質を維持管理するとともに、

維持管理の省力化を行うこと。 

 ろ過器の更新、メンテナンスを考慮した機器配置とすること。 

 補給水量の削減を考慮した設備内容とすること。 

 薬剤の補給を簡易に行えるシステムとし、かつ消費量を削減できる

システムとすること。 

 水温維持及び設定水温への調整を簡易に行えるシステムとするこ

と。 

 塩素臭拡散を防止または低減できる設備内容とすること。 

 

(5) 昇降設備等 

項目  要求水準  

昇降機（設置す

る場合） 

 昇降機を設置する場合はエントランスから視認しやすい位置に配置

すること。 

 障がい者等が使用することを考慮した配置及び仕様とすること。 
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第４ 設計業務に関する事項 

１ 基本的な考え方 

(1) 業務の基本方針 

本施設の利用者、スタッフの全てにとって機能的かつ魅力的な施設づくりを目指

す。また、本施設のコンセプト及び整備方針を踏まえ、多世代が交流する施設とし

て、誰もが安心して利用しやすいユニバーサルデザイン、多様性や社会的弱者を包

摂するインクルーシブデザインに配慮した施設計画とすること。 

加えて、ライフサイクルコストを常に意識し、トータルコストの抑制等に有用と

考えられる施工上、維持管理上及び運営上の工夫により、経済性の高い施設となる

よう努めること。 

なお、本施設の設計にあたっては、令和８年３月に市が策定した「小松島市屋内

プール等整備基本計画」に記載する整備方針や事業費等を十分に参照すること。 

 

(2) 業務区分 

① 事前調査業務 

② 設計業務 

③ 各種申請業務 

④ その他業務 

 

(3) 業務期間 

設計業務の期間は、契約締結日～令和10年３月31日までとする。事業者は、関係機

関と十分協議した上で、事業全体に支障のないよう設計スケジュールを調整するこ

と。  

 

(4) 業務の実施体制 

 組織体制には、設計管理技術者・照査技術者、建築意匠設計主任技術者、建築構造

設計主任技術者、電気設備設計主任技術者、機械設備設計主任技術者、コスト管理

主任技術者の配置は必須とする。その他の担当技術者の配置は任意とする。 

 電気設備設計主任技術者と機械設備設計主任技術者は、同一の者が兼ねることが

できるものとする。照査技術者は他の担当者を兼ねることはできない。 

 設計管理技術者、照査技術者又は主任技術者の追加・変更にあたっては、市に変更

理由書を提出し、承認を得ること。 

 建築基本設計並びに建築実施設計着手前に、各担当者を明記した設計体制表、各担

当者の業務経歴書を市に提出すること。 

 設計管理技術者、建築意匠設計主任技術者は建築法第 2 条第 2 項に規定する一級

建築士であること。 
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 設計管理技術者は、建築設計一式委託（請負）による設計業務を統括した経験若し

くはそれに準じる立場で業務を行った者であること。 

 設計管理技術者は、原則として設計協議の場に常に出席し、設計内容の確認ととも

に設計業務全体の工程管理、コスト管理、品質管理を行うこと。 

 建築構造設計主任技術者は一級建築士又は構造設計一級建築士であること。 

 電気設備設計主任技術者及び機械設備設計主任技術者は、一級建築士、設備設計一

級建築士又は建築設備士であること。 

 コスト管理主任技術者は、公共工事の積算経験があるもの、もしくはコスト管理士

又は建築積算士であること。 

 

(5) 設計変更について 

市は、必要があると認める場合、事業者に対して工期の変更を伴わず、かつ、事業

者の提案を逸脱しない範囲で、当該施設の設計変更を要求することができる。その場

合、面積増や大幅な仕様変更が伴わない限り、契約の範囲内で対応するものとする。

大幅な変更により、事業者に追加的な費用（設計費用や将来の維持管理費用等）が発

生した時は、市が当該費用を負担するものとする。一方、費用の減少が生じた時には、

本事業の対価の支払額を減じるものとする。設計内容が本書及び応募時の提案を下回

る恐れがあると認められる場合は、作業内容の速やかな改善を求めるものとする。 

 

２ 業務の要求水準 

(1) 事前調査業務 

 事前調査として電波障害調査（机上調査）、敷地現況測量、高低差測量、地盤調査

を実施すること。なお、上記調査等の範囲は、設計、建設等の影響が見込まれる範

囲とする。また、地盤調査を行った場合は、「一般財団法人国土地盤情報センター」

の検定を受けた上で「国土地盤情報データベース」に登録すること。 

 調査等に着手するまでに周辺住民や関係機関等の理解を得られるよう、十分に調

整を行うこと。 

 調査等の着手に先立ち、調査等計画書を作成し、市に提出すること。 

 調査が完了したときは、速やかに調査等報告書を作成し、市に提出すること。 

 

(2) 設計業務 

① 共通 

本施設を対象とし、本書及び提案審査書類、事業契約書に基づいて、事業者の責任

において設計業務を行うものとする。また、事業者及び設計管理技術者は、特に以下

の項目について注意し、履行すること。 

 事業契約の締結後速やかに設計業務に係る業務計画書を作成し、市に提出するこ
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と。 

 設計業務の内容について、市と協議し、業務の目的を達成すること。また、その内

容について、その都度書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認すること。 

 業務の進捗状況に応じ、市に対して定期的（週１回程度）に報告を行うこと。 

 市が県ほか関連機関に対して行う報告業務等について協力すること。 

 市が議会や市民等（近隣住民も含む。）に向けて設計内容に関する説明を行う場合

や補助金の申請を行う場合等、市の要請に応じて説明用資料を作成し、必要に応じ

て説明に関して協力すること。  

 本施設の設計・工事監理に係る要求水準の他、業務を実施する上で必要な関連業務

がある場合は、適宜行うこと。 

 諸設備の選定に際して、要求水準で求められている配慮事項や検討事項を満足す

るための最適選択に至る詳細な比較検討書を作成すること。 

 事業者が提案する運営業務及び維持管理業務を達成するよう、運営業務及び維持

管理業務の各業務責任者、担当者等を主体的に関与させること。各業務責任者は原

則として設計に係る打合せに参加することが望ましい。 

 

② 基本設計 

 基本設計にあたっては、本書及び提案書類に基づいて主要な技術的検討を行い、建

築物の空間構成を具体化した内容とすること。また、単なる建築物の全体像を概略

的に示す程度の業務とせず、実施設計に移行した場合に各分野の業務が支障なく

進められる主要な技術的検討が十分に行われたものとすること。 

 

③ 実施設計 

 実施設計は、前述した基本設計が確認された後、これに基づく工事の実施に必要で

あり、事業者が工事費内訳書を作成するために十分な内容とすること。 

 設計図・工事内訳書等は原則として建築・電気設備・給排水衛生設備・空調換気設

備・昇降設備・外構の工事区分毎に作成すること。 

 工事区分毎に、工事名・図面目次を記入した表紙を作成すること。 

 設計原図の大きさはＡ１版、材質は普通紙とすること。 

 数量算出表、数量調書の書式は、独自のものを使用してよい。ただし、Ａ４版ファ

イルを原則とし、併せて Excelファイル等による電子データにより提出すること。

また、数量の算定根拠となる数量拾い図等を合わせて提出すること。 

 内訳書は、「公共建築工事積算基準」（監修 国土交通省大臣官房官庁営繕部、発行：

（一財）建築コスト管理システム研究所）に基づき作成する。積算にあたっては、

営繕積算システムＲＩＢＣ２を使用し、誤記・脱落のないよう項目及び数量は正確

に算出すること。また、積算基準により歩掛による単価等を用いる場合には、営繕
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積算システムＲＩＢＣ２による代価表を作成すること。 

 専門業者等の見積書は、原則 3社以上とし、見積比較表を作成する。ただし、3社

以上の見積もりで比較できないやむを得ない事情がある場合には、その根拠を添

付することとする。 

 概算工事費を令和 9年 10 月末までに提出すること。 

 

④ 設計図書の作成 

 業務終了時に次の書類を市に提出し、承認を得ること。また、「建築設計業務等電

子納品要領」及び「官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン」に従い、電子

データを市に提出すること。提出時の体裁、部数等については、別途市の指示する

ところによる。電子データの提出前には最新版のウイルスチェックソフトによる

確認を行うこと。なお、正式な提出書類のサイズ、部数等は募集要項等の公表時に

示す。 

・ この設計の著作権等は一切市に帰属するものとする。 

                                     

ア 基本設計図書 

設計の種類 成果図書 

総合 ・計画説明書 

 施設整備の方針 

 機能の検討 

 建築計画 

 各室の検討  

配置の検討 

・仕様概要書、仕上概要表 

・面積表及び求積図 

・敷地案内図 

・敷地現況図（敷地内、隣接施設等含む） 

・配置図 

・平面図（各階） 

・平面図（各面） 

・断面図（２面以上） 

・外構図 

・雨水排水計画図 

・工事費概要書 

・関係法令基準等確認書 

構造 ・構造計画説明書 
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・構造設計概要書 

・工事費概要書 

設備 電気設備 ・電気設備計画説明書 

・電気設備計画概要書 

・工事費概要書 

・各種技術資料 

空気調和設備 ・空気調和設備計画説明書 

・空気調和設備計画概要書 

・工事費概要書 

・各種技術資料 

給排水衛生設備 ・給排水衛生設備計画説明書 

・給排水衛生設備計画概要書 

・工事費概要書 

・各種技術資料 

プール設備 ・プール設備計画説明書 

・プール設備計画概要書 

昇降機等 

（設置する場合） 

・昇降機等計画説明書 

・昇降機等計画概要書 

・工事費概要書 

・各種技術資料 

その他 ・外観パース：鳥瞰 1 枚、アイレベル 1 枚 

・内観パース：3 枚 

（利用者の活用状況がわかりやすいよう記載する

こと） 

１．プール 

２．スタジオ 

３．その他主要な諸室（複数枚可） 

・鳥瞰図（１面） 

・概略工程表 

・ライフサイクルコスト検討表 

・省エネ等検討書 

・セルフモニタリングシート 

・関係法令・許認可確認シート 

・その他各種比較検討資料 

・各技術資料 

・各記録書 
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・地質調査報告書 

 

イ 実施設計図書 

a 建築（意匠） 

・建築（意匠）設計図 

 特記仕様書 

 材料工法等指定一覧表 

 仕上表 

 面積表及び求積図 

 法チェック図（ＬＶＳ含む） 

 敷地案内図 

 配置図 

 外構計画 

 外構詳細図 

 仮設計画図 

 平面図（各階） 

 平面詳細図 

 天井伏図 

 屋根伏図 

 詳細図基礎伏図 

 詳細図展開図 

 矩計図（主要部詳細） 

 立・断面図 

 （各面）断面詳細図 

 建具図 

 建具詳細図 

 部分詳細図 

・関係法令、基準等確認書 

・確認申請図書（意匠設計図書） 

・積算図書 

 建築工事積算数量算出表 

 建築工事積算数量調書 

 工事費積算調書 

・見積書比較表（見積書含む） 

・その他必要な図面等（開発許可に必要な図面士対法の届出に必要な図面） 

b 建築（構造） 



資料 2 

34 

・建築（構造）設計図  

 特記仕様書 

 構造基準図 

 ボーリング柱状図 

伏図（各階） 

軸組図 

 部材断面表 

 部分詳細図 

・構造計算書 

・構造計算書の入力データ、ＰＤＦ出力（機能のあるもののみ） 

・確認申請図書（構造設計図書） 

・省エネ法申請図書 

・その他必要な図面等  

c 電気設備 

・電気設備設計図 

 特記仕様書 

 敷地案内図 

 配置図 

 電灯設備図 

 動力設備図 

 電熱設備図 

 避雷設備図 

 受変電設備図 

 静止型電源設備図 

 構内情報通信網設備図 

 構内交換設備図 

 情報表示設備図 

 映像・音響設備図 

 拡声設備図 

 呼び出し設備図 

 テレビ共同受信設備図 

 テレビ電波障害防除設備図 

 監視カメラ設備図 

 防犯・入退室管理設備図 

 自動火災報知設備図 

 中央監視制御設備図 
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 防犯設備図 

 構内配線経路図 

 構内通信経路図部分詳細図 

・電気設備設計計算書 

・確認申請図書（電気設備図書） 

・積算図書 

 電気設備工事積算数量算出表 

 電気設備工事積算数量調書 

 工事費積算調書 

・見積書比較表（見積書含む） 

・その他必要な図面等 

d 機械設備 

・空気調和設備設計図 

 特記仕様書 

 敷地案内図 

 配置図 

 機器表 

 空気調和設備図 

 換気設備図 

 排煙設備図 

 自動制御設備図 

 屋外設備図 

・空気調和設備設計計算書 

・給排水衛生設備設計図 

 特記仕様書 

 敷地案内図 

 配置図 

 機器表 

 衛生器具設備図 

 給水設備図 

 排水設備図 

 給湯設備図 

 消火設備図 

 ガス設備図 

 プール循環ろ過設備図 

 屋外設備図 
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 部分詳細図 

・給排水衛生設備設計計算書 

・確認申請図書（機械設備図書） 

・積算図書 

 機械設備工事積算数量算出表 

 機械設備工事積算数量調書 

 工事費積算調書 

・見積書比較表（見積書含む） 

・その他必要な図面等 

e 昇降機等（設置する場合） 

・昇降機設備設計書 

 昇降機設備図 

・昇降機設備設計計算書 

・積算図書 

・その他必要な図面等 

f その他 

・各エネルギー関係計算書 

・建築物低炭素化促進誘導基準評価書 

・排水流量計算書 

・喚起風量計算書 

・浄化槽設置届 

・ライフサイクルコスト検討書 

・設計説明書 

・概略工事工程表 

・積算チェックリスト 

・セルフモニタリングシート 

・関係法令・許認可確認シート 

・その他必要な図面等 

g 資料 

・各技術資料 

・各記録書 

・その他必要な図面等 

 

 

(3) 各種申請業務 

事業者は、建築確認申請等、業務の遂行上必要な各種申請等の手続きを、実施スケ
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ジュールに支障がないよう、事業者の責任において行うとともに、関係機関（徳島県、 

消防、水道課等）との協議内容を市に報告すること。また、必要に応じて各種許認

可等の書類の写しを市に提出すること。 

 

(4) その他業務 

① 意図伝達業務 

工事施工段階で設計者が行うことに合理性がある実施設計に関する業務として、国

土交通省告示第 8号に基づき業務を行うこと。設計図書を作成した者として、本書「第

5 工事監理業務に関する事項」を理解した上で、自らの責任において設計意図を明確

にし、正確に反映させるため工事監理者及び施工者に対して適切に設計意図の伝達を

行うこと。 

なお、意図伝達業務については設計業務完了後に実施される業務であるため、設計

業務に対する対価及び設計業務委託契約書には含まないものとし、対価及び契約方法

等については、工事着工前に締結予定の工事監理業務委託契約と同じ時期に市と協議

のうえ決定する。 

 

② コスト管理業務 

事業者は、基本設計・実施設計期間中、提案内容からの変更点と変更に基づく工事

費の増減推移をモニタリングし、市の想定事業費を超過しないようにコスト管理業務

を行うこと。 

設計期間中の各段階において、工事費概算書・工事費見積内訳書を作成・提出し、

想定工事費との整合性を市と確認し、乖離が生じた場合は速やかに是正案を提示する

こと。 

事業者は設計内容や要求水準が工事費増の要因とならないかを常に監視し、必要に

より VE/CD 提案を行い、一貫したコスト管理を行うこと。 

 

③ 補助金・交付金申請支援業務 

市が実施する交付金及び補助金等申請関係書類等（地域未来交付金（地域未来推進

型）を活用予定）の作成に関し、交付・補助対象額及び交付・補助額の算定根拠（施

設毎の工事費等の積算内訳書）に係る各種資料等（位置図、配置図、平面図、面積表

等）の作成など、市の支援を行うこと。 

市が申請する補助金・交付金の対象内外がある場合、工事内訳書は対象内外に分け

て作成すること。 
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第５ 工事監理業務に関する事項 

１ 基本的な考え方 

(1) 業務の基本方針 

工事監理業務は、設計図書に基づいて的確・適切に工事施工がなされていることを

確認するとともに、市及び設計者から発せられる設計変更等について、計画内容の変

更によって生じる工事費・工期の変動等を的確に把握し、施工者に適時・的確に連

絡・指示すること等によって、遅滞のない工事の実現に努めること。 

 

(2) 業務区分 

① 工事監理業務 

 

(3) 業務期間 

令和12年9月30日までに建設業務を完了するよう努めること。なお、施工者が、不

可抗力又は自らの責めに帰することのできない事由により、工期の延長を必要とし、

その旨を請求した場合は、延長期間を含め、市と施工者が協議して業務期間の変更を

決定するものとする。 

 

(4) 業務の実施体制 

 工事監理業務については、工事監理企業から建築士法に基づく監理者として、一級

建築士資格を有する工事監理管理技術者を配置すること。また、建築、電気、機械

設備等の分野ごとの主任技術者を配置し、的確に工事監理を実施できる体制を構

築すること。 

 建築主任技術者は工事監理管理技術者が兼務することを可能とする。 

 工事監理管理技術者は、各分野の工事監理業務の遂行に必要な知識、経験を有する

者とすること。 

 なお、設計企業と工事監理企業が同一の場合、設計業務の管理技術者及び設計業務

の各主任技術者が各分野の主任技術者を引き継ぐことを可とし、電気設備担当主

任技術者と機械設備担当主任技術者は兼ねることができるものとする。 

 

２ 業務の要求水準 

(1) 工事監理業務 

 事業者は、工事監理の着手に際し、工事監理業務の実施体制、スケジュール等の内

容を含んだ「工事監理業務計画書」を作成し、市の承諾を得ること。 

 建築工事については、建築基準法第５条の４及び建築士法第２条第７項に基づく

工事監理業務とし、工事監理業務内容は、「建築工事監理業務委託共通仕様書」に

よるものとする。 
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 土木工事については、徳島県の「現場技術業務委託共通仕様書」によるものとする。 

 施工者と協力し、隔週１回程度定例会議を開催するとともに、出席すること。定例

会議には本市も同席できるものとする。定例会議において工事の進捗状況等を報

告するほか、本市から要請があった場合には適時報告、説明等を行うこと。 

 関係機関との協議、各種法令手続等のための書類作成及び技術的協力、検査立ち合

いを必要に応じて行うこと。 

 建築基準法第 7 条による建築物に関する完了検査の申請とこれに伴う作業等を行

うこと。 

 本市による竣工検査までに監理者検査を行い、検査結果を本市に通知すること。そ

の後、竣工検査に立ち会うこと。 

 本市による竣工検査の 2 週間前までに、工事監理報告書及びセルフモニタリング

シートに基づき、基本設計着手時から実施設計の変更経緯を確認し、施工者と共に、

施工段階の変更経緯が分かるよう、設計業務と同様の書式でチェックリストを作

成すること。 
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第６ 開業準備業務に関する事項 

１ 基本的な考え方 

(1) 業務の基本方針 

開業準備業務は、本施設を対象とし、供用開始後、円滑に運営業務を実施できるよ

う、供用開始日までの間に必要な準備を行うこと。原則として、運営業務を担当する

者が開業準備業務を担当すること。 

市は維持管理運営企業の企画力や創意工夫により、本施設の開業が市内に広く周知

され、開業に向けた市民の期待や地域連携の機運が高まることを期待している。 

 

(2) 業務区分 

① 設計支援業務 

② 各種準備業務 

③ 広報・開業記念行事等実施業務 

④ 開業準備期間中の本施設の維持管理業務 

⑤ 備品選定・調達業務 

 

(3) 業務期間 

屋内プール施設について以下の期間とする。ただし、提案により開始時期を早める

ことができるものとする。 

 

① 屋内プール施設 

令和12年4月1日～令和12年9月30日（供用開始日の前日） 

 

(4) 業務の実施体制 

開業準備業務責任者及び各種責任者は、具体的要件は特に定めていないが、各業務

に必要な知識及び技能を有する者とし、本事業の目的・趣旨・内容を十分に踏まえた

上で選出すること。また、各々が担うべき役割を確実に行うことができる限りにおい

ては、開業準備業務責任者と各種責任者を兼務することは可能とする。 

開業準備業務責任者及び各種責任者の追加・変更にあたっては、市に変更理由書を

提出し、承認を得ること。 

 

(5) 業務計画書 

維持管理運営企業は、開業準備業務の実施に先立ち、業務計画書を作成するととも

に、業務開始の 14日前までに市に提出し、市の承認を受けること。 

① 記載項目 

 a 業務実施体制 
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 b 業務履行体制 

c  開業準備業務責任者の氏名・所属・保有資格及び略歴 

 d 開業準備業務の実施内容ならびに工程計画 

 

(6) 業務報告書 

維持管理運営企業は、開業準備業務計画書に基づいて実施した業務内容及び結果に

ついて、月次報告書及び業務報告書を作成し、市に提出すること。なお、維持管理運

営企業は、月次報告書については翌月10日までに、業務報告書については業務完了月

の翌月末までに市に提出すること。 

 

２ 業務の要求水準 

(1) 屋内プール施設設計支援業務 

 屋内プール施設の設計支援にあたっては、運営業務及び維持管理業務の各業務責

任者、担当者等が主体的に関与し、施設完成後の円滑な運営及び効率的な維持管理

が実現できるよう、設計内容の確認、助言及び調整を行うこと。各業務責任者は原

則として設計に係る打合せに参加し、専門的観点から必要な意見を述べることが

望ましい。 

 

(2) 各種準備業務 

① 各種マニュアルの整備 

 維持管理運営企業は、個人情報保護マニュアル、危機管理マニュアル等、本業務実

施にあたって必要なマニュアルを作成し、事前に市に提出し承認を受けること。ま

た、その内容について、開館式典の実施日までに、運営業務責任者、維持管理業務

責任者等への周知徹底を図ること。 

 各種マニュアルを変更する場合は、市と協議を行い、市の承認を得ること。 

 

② 運営・維持管理責任者等の教育訓練 

 維持管理運営企業は、運営業務、維持管理業務それぞれに係る業務全体の業務責任

者を配置し、開館式典の実施日までに、運営業務責任者、維持管理業務責任者等に

対して業務内容や機械操作、安全管理、救急救命、接客応対等、業務上必要な事項

についての教育訓練を行い、供用開始後直ちに円滑な運営を実施すること。 

 こどもは予測不可能な動作をすることを十分に念頭に置き、例えば利用者を限定

したプレイベント等で安全確認を行うなど、実践的な教育訓練を行うことが望ま

しい。 
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(3) 広報・開業記念行事等実施業務 

① ウェブサイト及び SNS アカウントの開設 

 維持管理運営企業は、開業前に本施設のウェブサイトを開設し、広報・宣伝活動を

行うこと。 

 ウェブサイトの管理、更新については運営業務に関する要求水準を参照のこと。 

 開業前に本施設専用の SNS アカウントを作成し、積極的に情報発信すること。 

 ウェブサイトや SNSアカウントを通じ、工事や開業準備の様子等、市民の期待感醸

成に向けた積極的な広報活用を期待する。 

 

② パンフレットの作成 

 維持管理運営企業は、本施設を紹介するパンフレットを作成し、事前広報やその他

の開業準備業務において効果的に活用すること。 

 パンフレットの内容は、維持管理運営企業にて作成の上、市の承認を得ること。ま

た、パンフレットのデータを市に提供すること。 

 

③ プレスリリースの作成、メディア対応 

 本施設の整備進捗状況や開館式典の開催予定等について、適切な時期にプレスリ

リースを作成し、配信すること。 

 その他、各種メディアの取材に対応し、本施設の認知度向上に努めること。 

 

④ 予約受付業務 

 維持管理運営企業は、供用開始日から利用者へのサービス提供ができるよう、第７

に示す「運営業務に関する事項」における「受付・予約調整業務」に対応する業務

を供用開始前から実施すること。 

 

⑤ 開館式典及び内覧会実施業務 

 維持管理運営企業は、開業準備業務期間中に、市民や市関係者等を対象とした開館

式典及び関連行事を企画し、実施すること。具体的な内容は維持管理運営企業の提

案とするが、事前に企画案を市に提出し、市の承認を得た上で実施すること。 

 なお、市が工事経過の公表や工事現場見学等を実施する際は、必要に応じて今後受

託予定の工事監理企業との連携のもと、市に協力すること。 

 

(4) 開業準備期間中の本施設の維持管理業務 

 本施設の引渡しから供用開始までの間の維持管理を行うこと。 

 供用開始前であることを踏まえて、第 8に示す「維持管理業務に関する事項」に準

じて、必要となる建築物保守管理、建築設備保守管理、清掃、警備等を行うこと。 
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(5) 備品選定・調達業務 

 維持管理運営企業は、市による完成検査までに、本施設の機能及び性能を満たすた

めに必要な備品、並びに本施設の運営に必要な備品を調達し、設置すること。設置

に際しては、事前に市とスケジュール調整を行うこと。 

 本事業で整備する備品の調達方法について、買取（購入）方式を基本とするが、リ

ース方式による調達に客観的な合理性があり、市に不利益を及ぼさないと認めら

れる場合はこれを認める。自主事業に係る事業を実施するために維持管理運営企

業が調達する備品については、調達方式は維持管理運営企業の任意とする。 

 本事業で調達した備品については、リース方式により調達した備品を除き、市の所

有物として、備品台帳を作成の上、提出し、適切に管理すること。 

 維持管理運営企業が調達する備品については、市の所有する備品とは区別し、備品

台帳を作成の上、提出し、適切に管理すること。 
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第７ 運営業務に関する事項 

１ 基本的な考え方 

(1) 業務の基本方針 

本施設は、運動や遊びを通して、親子・こども同士・親同士・多世代の交流を促進

することで、こどもや子育て世代と地域との繋がりを生み、新たなみなとまちとして

の活力を生み出す拠点を目指しており、運営業務はこの目的を達成するために実施す

る。 

屋内プール施設では、幅広い世代の利用を促進し、市民の心身の向上・健康増進の

機会を提供するため、運営業務においては、安全で快適な利用環境の確保を基本とし

年齢層等の多様性に配慮した運営を行うこと。 

また、本要求水準に示す内容は市が考える標準的な運営内容であり、事業実施に際

しては、民間の自由な創意工夫によるサービスの向上、プログラム・イベント等の企

画を強く期待している。 

 

(2) 業務区分 

① 総合管理業務 

② 広報業務 

③ 屋内プール施設運営業務 

④ 周辺施設等との連携に係る業務 

⑤ 事業期間終了時引継ぎ業務 

 

(3) 業務期間 

① 屋内プール施設 

令和12年10月1日～令和22年3月31日 

 

(4) 業務の実施体制 

 屋内プール施設の円滑な維持管理・運営のため、統括責任者、維持管理業務責任者、

運営業務責任者及び必要な業務担当者を配置し、業務実施体制表を作成の上、業務

開始 90 日前までに市に提出し、市の承認を得ること。業務実施体制表には、氏名・

所属・保有資格及び略歴を記載すること。 

 各責任者及び業務担当者を変更した場合はその旨をただちに市に報告し、承認を

受けること。また、各責任者は、その内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者

とする。 

 各々が担うべき役割を確実に行うことができる限りにおいては、各責任者を兼務

することは可能とする。 

 屋内プール施設には、責任者のうち少なくとも 1 名は常駐し、不測の事態に迅速
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かつ的確に対応できるようにすること。 

 各責任者が事故・病気等により長期間欠ける場合にあっては、速やかに新たな業務

責任者を充てること。 

 

① 統括責任者 

 維持管理運営企業は、維持管理・運営業務の全体を総合的に把握し、市及び関係機

関等との調整を行う統括責任者を配置すること。 

 統括責任者は、施設の維持管理・運営業務を統括するため、維持管理業務もしくは

運営業務を統括する企業が直接雇用する正社員を配置すること。 

 

② 運営業務責任者 

 維持管理運営企業は、屋内プール施設について、運営業務責任者を配置すること。 

 運営業務責任者は、当該施設の運営業務を総合的に把握し、市及び関係機関等との

調整を行うこと。 

  

③ 業務担当者 

 維持管理運営企業は、適切で丁寧な業務を実施できるよう、業務遂行に最適と思わ

れる業務担当者を選定すること。また、業務従事者のうち１名は防火管理者の資格

を有すること。 

 法令等により資格を必要とする業務の場合には、有資格者を選任すること。本施設

に常駐することなく、定期または不定期に実施する業務に従事する業務担当者に

ついては、当該業務を開始する前日までに名簿を市に届け出ること。 

 業務担当者に対して、能力開発研修を定期的に行う等、利用者に満足され、円滑な

運営業務を継続的に実施するよう努めること。 

 業務担当者は、業務従事者であることを容易に識別できる服装で、作業に従事する

こと。また、維持管理運営企業は、業務従事者が利用者等に対して不快感を与えな

いような服装、態度、言動で接するように十分指導監督・教育すること。 

 

(5) 業務計画書 

① 業務期間全般における基本運営業務計画書 

維持管理運営企業は、運営業務実施にあたり、本書及び事業提案書をもとに、市と

協議の上、基本運営業務計画書を作成し、業務開始の 3ヶ月前までに市に提出し、市

の承認を受けること。基本運営業務計画書に変更があった場合も同様とする。なお、

指定管理部分については議会等への報告が必要となるため、決算報告を併せて求め

るとともに、別途提出期日を定める。 

基本運営業務計画書の構成、提出時期、記載項目は次のとおりとするが、記載項目
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の詳細については、市と協議の上、決定する。 

 業務実施体制 

 業務履行体制 

 統括責任者及び各業務責任者、業務担当者の名簿 

 業務提供内容及び実施方法 

 緊急時並びに要望等への対応及び体制・業務に係るセルフモニタリングの内容・方

法等 

 

② 年度運営業務計画書 

維持管理運営企業は、毎年度の運営業務の実施に先立ち、年度運営業務計画書を作

成し、各年度の業務開始の 30日前までに市に提出し、市の承認を受けること。 

年度運営業務計画書の記載項目は次のとおりとするが、記載項目の詳細について

は、市と協議の上、決定する。 

 業務日程及び業務提供時間帯 

 業務提供内容及び実施方法の詳細等 

 運営業務計画からの変更の有無等  

 

(6) 業務報告書 

維持管理運営企業は、各運営業務計画書に基づいて実施した業務内容及び結果につ

いて、月次報告書及び年次報告書を作成し、市に提出すること。運営業務報告書の構

成、記載項目は、維持管理運営企業が実施するセルフモニタリング結果を反映させ、

要求水準の達成状況が簡潔に確認できるように記載することとし、詳細については、

基本運営業務計画書の作成時に市と協議の上、決定する。 

なお、維持管理運営企業は、月次報告書については翌月10日までに、年次報告書に

ついては毎年度終了後30日以内に、市に提出すること。 

 

(7) 業務遂行上の留意点 

① 法令等の遵守 

維持管理運営企業は、必要な関係法令、技術基準等を充足した運営業務計画書を

作成し、これに基づいて業務を実施すること。 

 

② 研修等 

維持管理運営企業は、質の高いサービスの提供のために、業務従事者の教育及び

研修を継続的に行うこと。実施内容については、運営業務報告書に記載し、市に報

告すること。 
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③ 協議等 

協議が必要と判断される事項については、維持管理運営企業は、事前に市と協議

すること。維持管理運営企業は、各業務の記録を保管し、市の求めに応じて速やか

に提出できるようにしておくこと。 

 

④ 関係諸機関への届出・報告 

維持管理運営企業は、運営業務を実施するに当たり、関係諸機関等へ必要な届出

や報告を行うとともに、緊急時の関係諸機関への連絡等を行うこと。 

 

⑤ その他 

維持管理運営企業は、業務の一部を第三者に委託する業務範囲と指揮系統を明確

にした業務実施体制を確立した上で、あらかじめ市に書面で申請し、承諾を得た場

合、第三者に委託することができるものとする。 

 

２ 業務の要求水準 

(1) 総合管理業務 

① 受付・予約調整業務 

 開館時間中、適切な場所に受付案内担当者を配置すること。また、受付カウンター

を設置するなど、利用者が入館時にわかりやすい場所又は方法で業務を行うこと。

受付では、入退場者の確認、利用料金の徴収及び施設機能の案内等を行うこと。 

 施設内の諸室やイベントについての情報等、施設全体の情報を把握することはも

とより、交通手段や周辺施設の情報の把握に努め、一般的な問い合わせには対応で

きるようにすること。なお、維持管理運営企業が指定管理者として対応すべき範囲

を超える内容の場合は、速やかに市に報告し、その指示・判断に従うこと。 

 受付付近に掲示板等を設置し、施設の利用方法、料金体系、当日のイベントや実施

プログラム等の情報を利用者に対して分かりやすく提供すること。 

 予約受付方法（予約開始時期、受付方法等）は、維持管理運営企業の提案とする。 

 維持管理運営企業は、条例、規則に定められた方法及び市と事前に協議して定める

運営方針に基づき利用者を決定すること。利用者の決定については、公平性を確保

するよう、十分に配慮すること。 

 維持管理運営企業は、次の場合には施設を優先利用させることができる。優先利用

とは、一般利用に先立ち利用予約を受け付ける利用形態をいう。 

ア 学校授業における利用 

イ 介護予防事業における利用 

ウ 市が主催または共催する、あるいは誘致した大会等 

エ 維持管理運営企業がスポーツ教室等で使用する場合 
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オ その他優先利用をさせることが適当であると市と維持管理運営企業が協

議の上判断した場合 

 

② 料金収受業務 

 市の条例規則に基づき、本施設の利用に対して利用料金の収受を行うこと。 

 利用料金は、受付窓口等による現金収受のほか、利用者の利便性の向上や業務の効

率化を図ることが可能な方法（例．電子マネー等）について、維持管理運営企業の

提案も可とする。なお、現金収受以外の方法を設定する際は、事前に市の承認を得

ること。 

 利用料金の収受にあたっては、利用券の自動販売機を設置するなど、省力化に努め

るとともに、売上及び利用者に関するデータを管理すること。 

 徴収した利用料金については、他の収入金と区別し、毎月収支報告を行うこと。 

 事前予約で徴収した予約金は、利用完了まで預り金として管理し、キャンセルによ

る返金に応じること。 

 現金は紛失等の事故が発生しないように慎重に扱い、基本的には金融機関に速や

かに預けるとともに、やむを得ず事務室で保管する場合には、安全な方法により保

管すること。 

 

③ 備品等管理業務 

 本施設の利用者に備品及び附帯する設備を貸し出すこと。貸出に際し、「利用規則」

に基づき、利用者に対して適切な利用方法を説明すること。 

 備品等について、備品台帳を作成し、貸出状況を常に把握する他、維持管理を確実

に行うこと。 

 備品台帳については、年 1回、市に提出すること。 

 利用者ニーズの変化に応じて備品を更新すること。 

 

④ 災害対応業務 

 維持管理運営企業は、地震・大雨・暴風・高潮等の大規模な災害が発生した場合、

利用者の安全を確保できるよう初動対応を行うこと。維持管理運営企業は、供用開

始前に、「災害時初動対応実施体制」及び「災害時初動対応マニュアル」を市に提

出し、承認を得ること。なお、変更にあたっては、速やかに市に報告、承認を得る

こと。 

 維持管理運営企業は、災害が発生した際、速やかに災害時初動対応がとれるよう、

防災訓練や施設点検等を行い、定期的に防災・減災対策の確認及び見直しを行うこ

と。 

 災害時の対応の詳細については、市と協議の上、決定すること。 
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⑤ 救護業務 

 施設内での怪我や急病発生時の対応を行うこと。 

 来館者が本施設内にて事故に遭遇した場合や急病人が発生した場合には、救護や

救急車の手配（119 番通報）等速やかに適切な措置を講じること。 

 傷病者の発生の際に最低限の応急処置ができる備品を常備すること。 

 AED を設置及び管理し、研修等を通じ、職員全員が使用できるようにすること。 

 

⑥ 利用者対応業務 

ア 広聴業務  

 利用者等から窓口、電話、電子メール等で寄せられた本施設に対する意見、要望、

苦情等（以下「意見等」という。）に対応すること。 

 意見等は積極的に受け付けるとともに、誠実かつ迅速な対応に努めること。 

 利用者が回答できるアンケートを実施し、施設内のサービスの満足度等について

把握、改善に努めること。 

 維持管理運営企業が対応可能な意見等については自ら解決を図り、その場で処理

できない意見等については処理経過を相手方に報告する等、適切な対応を行うこ

と。 

 維持管理運営企業では対応できない重大性や緊急性のある意見等については、直

ちに市に報告すること。 

 意見等の内容及び対応結果を収集・分析し、業務改善に努めること。また、意見

等の分析結果は、セルフモニタリングの基礎資料として活用すること。 

 意見等の内容や処理経過を常に記録し、市に提出する報告書に記載すること。 

 市の取組みに対する意見等への回答については、市が行う。 

 

イ 施設内放送業務  

 館内放送機器を用いて、利用者にイベント情報等様々な情報を提供すること。 

 必要に応じて遺失物や迷子等の放送を行うこと。また、火災や地震等の災害発生

時には適切な避難誘導のための放送を行うこと。 

 

ウ 掲示物管理業務  

 ポスター・パンフレット・看板等、施設内の掲示物を管理すること。 

 施設内が雑然としないよう、掲示物を管理すること。 

 

エ 遺失物管理業務  

 拾得物、遺失物は記録の上、届出等の適切な対応を行うこと。 
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⑦ その他業務 

ア 文書管理 

 維持管理運営企業は、文書の管理について保存が義務づけられている期間中、適

切な方法で管理し、紛失のないよう保存すること。 

 

イ 統計・データの集計・分析 

 維持管理運営企業は、以下の統計・データ集計及び分析を行い、業務報告書に記

載すること。なお、利用者に関する情報を取り扱う際には、「個人情報の保護に関

する法律」及び関係法令を遵守すること。 

 収入集計（日別、月別、年別、利用者属性別、事業区分別等） 

 利用状況表（日別、月別、年別、利用者属性別、事業区分別等） 

 その他、市の求めに応じた記録やデータ等 

 

(2) 広報業務 

① ウェブサイト等の管理、更新 

 維持管理運営企業は、開業準備業務期間に開設した本施設のウェブサイトを管理

し、本施設の利用案内、予約状況、交通アクセス、イベント等利用者の関心の高い

情報を掲載し、随時更新を適切に行うこと。 

 SNS を積極的に活用するなど、常に効果的な方法で情報発信を行うこと。 

 

② パンフレット等の作成・配布 

 維持管理運営企業は、本施設の概要や利用方法等を記載したパンフレットや、イベ

ント情報等を記載したチラシ等を随時作成し、常に配布できるように用意するこ

と。 

 パンフレットの内容は、維持管理運営企業にて作成の上、市の承認を得ることとし、

適宜見直すこと。また、パンフレットのデータを市に提供すること。 

 

③ メディア対応 

 各種メディアの取材に対応し、本施設の認知度向上に努めること。 

 

④ 効果的な広報活動の提案及び実施 

 事業期間中は，上記業務の他にも効果的な広報活動の提案を行うこと。 

 

⑤ 市が実施するネーミングライツ募集への協力    

 市は、本施設にネーミングライツを導入する予定である。ネーミングライツにより
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命名権者が支払う命名権料は市の収入とする。 

 維持管理運営企業は、市が実施するネーミングライツの募集に対して資料提供や

募集要項案の策定等の協力を行うこと。 

 ネーミングライツによる本施設の名称やロゴ等の確定時期は、開業前の広報物作

成前までを想定する。 

 ネーミングライツの募集に際しては、維持管理運営企業の応募は妨げない。 

 ネーミングライツにより決定した本施設の名称やロゴ等の表示の施設への設置費

用は命名権者の負担とするが、施設案内等の広報メディア（パンフレット、WEB サ

イト等）への掲載には無償で協力すること。 

 ネーミングライツへの応募がない等の理由で募集を中止した場合は、市民等への

公募により愛称募集を行う場合がある。その場合も、同様に協力を行うこと。 

 

(3) 屋内プール施設運営業務 

① 安全管理業務 

 「遊泳用プールの衛生基準」及び「プールの安全標準指針」に基づいて、プール施

設の安全管理及び環境衛生管理を行うこと。前記関係法令等に基づき管理責任者、

衛生管理者、監視員及び救護員からなる「プール監視等業務管理体制」を整え、業

務計画書に記載し市の承諾を得ること。同管理体制を変更した場合も同様とする。

また、業務内容を「プール監視等業務管理マニュアル」として整備し、全ての業務

従事者に周知徹底を図ること。 

 監視員は監視室及びプールサイド等の適切な位置に適切な人数を配置し、プール

内の安全確保を図ること。 

 プール利用者の安全確保及び事故防止のため、水中・水面を中心にプール場内全 

域において監視を行うこと。 

 監視員は、泳力があり、心肺蘇生法の実践が可能な者でなければならない。 

 利用者の注意事項、利用時間、プールの見取り図等を更衣室及び遊泳者の確認し 

やすい場所に掲示すること。 

 事故が発生した場合は、救助、連絡、場内整理を行う。また救護室には必要な医療

品や AED 等を不足・不備のないように常備し、救命行為ができるように努めるこ

と。 

 利用者の年齢、体格等に応じ、利用するプールやエリアの指示、保護者の付き添 

いを求める等の指導を行うこと。 

 プール場内での禁止事項について、決まりを守るよう指導すること。 

 監視員は自らの監視業務の交代時間が過ぎても、交代要員が来るまでは、持ち場 

を離れないこと。 
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② 衛生管理業務 

 プール内への入水前及びトイレの利用後等、利用者にシャワーによる身体の洗浄

を十分に行わせること。 

 プール利用者には、スイミングキャップの着用を義務付けること。 

 不特定多数の利用者が使用する備品等については、必要に応じて清掃を行い、常に

衛生的な状態を維持すること。 

 遊泳を介して他者に感染させる恐れのある感染病にかかっている疑いのある者、

泥酔者及び他の利用者の快適な利用に支障をきたすことが明らかである者には、

遊泳させないこと。 

 屋内プール施設内で、プールに起因する疾病等が発生した際には、直ちに管轄の保

健所に通報し、その指示に従うこと。また、事故発生時には、直ちに関係機関に通

報するとともに速やかに保健所に報告すること。 

 プールの水質の維持管理等の参考のため、利用者数は常に把握すること。 

 利用者に対し、原則、化粧は予め落とした上での利用を求めること。 

 

③ 温度管理業務 

 プールの水温は、利用者が快適に利用できるよう、常に適切な水温に管理すること。 

 プール内の室内温度については、利用者が快適に利用できるよう、常に適切な室内

温度に管理すること。 

 

(4) 周辺施設等との連携に係る業務 

① 地域との連携 

 地元企業や商店等と連携し、郷土愛を育むことができる体験プログラムやイベン

ト等を行うことを期待する。なお、プログラムの開催場所は本施設内に限ることな

く、積極的なアウトリーチ活動も期待する。 

 近隣の中学生・高校生や大学生、近隣住民等によるボランティア活動を積極的に受

け入れること。ボランティアの受け入れにあたっては、参加者自身が企画・運用に

主体的に携わるなど、参加者も学びを得られる活動内容となるよう配慮すること。 

 

② 周辺施設との連携 

 施設が整備される本港地区には、サウンドハウスホールに併設する保健センター

をはじめ市立図書館等の公共施設のほか、たぬき広場や SL記念広場、しおかぜ公

園といった市民の憩いの広場も集積している。 

 保健センターと定期的に運営状況を共有し、利用者サービスの質を高めるよう連

携すること。 

 本施設に近接する小松島みなと交流センターkocolo 及び上記のその他施設等とも
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連携し、周遊性を高めるための取組みを積極的に検討すること。 

 

③ 市との連携 

 維持管理運営企業は、本施設の運営業務期間において、市が主体となり取り組む広

報やイベント等に協力すること。 

 

(5) 事業期間終了時引継ぎ業務 

① 事業期間終了時引継ぎ業務 

 維持管理運営企業は、事業期間終了後に、次期事業の運営業務が円滑かつ支障なく

実施できるよう、市との間で事業期間終了の3年前から協議を開始するものとし、

各業務に関する必要な事項を説明するとともに、維持管理運営企業が用いたマニ

ュアルやその他の資料を市の求めに応じて提出すること。 

 事業期間終了前に次期事業者が決定している場合は、市及び当該事業者に対し各

業務に関する必要な事項について、最新の本施設の各種規定・マニュアルを用いて

説明を行うこと。 
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第８ 維持管理業務に関する事項 

１ 基本的な考え方  

(1) 業務の基本方針 

維持管理業務は、維持管理業務期間において、本書に従い、本施設の機能及び性能

等を常に発揮できる最適な状態に保ち、施設の利用者が安全かつ快適に利用できるよ

うな品質、水準等を保持することを目的とする。 

「小松島市公共施設等総合管理計画」における公共施設等の管理に関する基本的な

方針に基づき、計画的な予防保全を行うこと。建築部位及び設備等の更新並びに保守

点検を適切に実施し、その結果を踏まえた修繕及びメンテナンスにより、劣化による

危険又は障害の発生を未然に防止すること。 

また、維持管理運営企業の創意工夫やノウハウを活用し、合理的かつ効率的な維持

管理業務を実施することにより、省エネルギー及び省資源の推進、ライフサイクルコ

ストの縮減並びに環境負荷の低減及び環境汚染等の発生防止に努めること。 

 

(2) 業務区分 

維持管理業務責任者は、次の区分により維持管理業務を行う。大規模修繕について

は維持管理業務には含まないが、事業提案として長期修繕計画の提出を受けるものと

する。なお、事業期間中に発生する修繕のリスク分担は事業契約書による。 

 

① 建築物保守管理業務 

② 建築設備保守管理業務 

③ 什器・備品等保守管理業務 

④ 駐車場・外構等維持管理業務 

⑤ 環境衛生業務 

⑥ 清掃業務 

⑦ 警備・保安業務 

 

(3) 業務期間 

① 屋内プール施設 

令和12年10月1日～令和22年3月31日 

なお、施設の運営等に支障のないよう、建築物保守管理、清掃等の業務ごとに実施時

間帯を設定すること。設定にあたっては、事前に市と協議を行うこと。 

 

(4) 業務の実施体制 

 維持管理運営企業は、維持管理業務責任者及び必要な業務担当者を配置し、業務実

施体制表を作成の上、業務開始 90 日前までに市に提出し、市の承認を得ること。
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業務実施体制表には、氏名・所属・保有資格及び略歴を記載すること。 

 各責任者及び業務担当者を変更した場合はその旨をただちに市に報告し、承認を

受けること。また、各責任者は、その内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者

とする。 

 各々が担うべき役割を確実に行うことができる限りにおいては、第７.１(４)に定

める、統括責任者、運営業務責任者及び維持管理業務責任者間を兼務することは可

能とする。 

 各責任者が事故・病気等により長期間欠ける場合にあっては、速やかに新たな業務

責任者を充てること。 

 

① 維持管理業務責任者 

 屋内プール施設について、維持管理業務責任者を配置すること。 

 施設の維持管理業務責任者は、当該施設の維持管理業務を総合的に把握し、市及び

関係機関等との調整を行うこと。 

 

② 業務担当者 

 維持管理運営企業は、適切で丁寧な業務を実施できるよう、業務遂行に最適と思わ

れる業務担当者を選定すること。 

 法令等により資格を必要とする業務の場合には、有資格者を選任すること。本施設

に常駐することなく、定期または不定期に実施する業務に従事する業務担当者に

ついては、当該業務を開始する前日までに名簿を市に届け出ること。 

 各業務担当者に対して、能力開発研修を定期的に行う等、利用者に満足され、円滑

な運営業務を継続的に実施するよう努めること。 

 業務担当者は、業務従事者であることを容易に識別できる服装で、作業に従事する

こと。また、維持管理運営企業は、業務従事者が利用者等に対して不快感を与えな

いような服装、態度、言動で接するように十分指導監督・教育すること。 

 

(5) 業務計画書 

① 業務期間全般における基本維持管理運営業務計画書 

維持管理運営企業は、維持管理業務実施にあたり、本書及び事業提案書をもとに、

市と協議の上、基本維持管理業務計画書を作成し、業務開始の 3ヶ月前までに市に提

出し、市の承認を受けること。基本維持管理業務計画書に変更があった場合も同様と

する。なお、指定管理部分については議会等への報告が必要となるため、決算報告を

併せて求めるとともに、別途提出期日を定める。 

基本維持管理業務計画書の記載項目は次のとおりとするが、記載項目の詳細につ

いては、市と協議の上、決定する。 
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 業務実施体制 

 業務履行体制 

 各業務責任者、業務担当者の名簿 

 業務提供内容及び実施方法 

 維持管理期間内の修繕・更新計画（年度単位） 

 緊急時並びに要望等への対応及び体制・業務に係るセルフモニタリングの内容・方

法等 

 

② 年度維持管理業務計画書 

維持管理運営企業は、毎年度の維持管理業務の実施に先立ち、年度維持管理業務計

画書を作成し、各年度の業務開始の 30日前までに市に提出し、市の承認を受けるこ

と。 

年度維持管理業務計画書の記載項目は次のとおりとするが、記載項目の詳細につ

いては、市と協議の上、決定する。 

 業務日程及び業務提供時間帯 

 業務提供内容及び実施方法の詳細等 

 当該年度の修繕・更新計画（月単位） 

 維持管理業務計画からの変更の有無等 

 

(6) 維持管理業務報告書 

維持管理運営企業は、各維持管理業務計画書に基づいて実施した業務内容及び結果

について、月次報告書及び年次報告書を作成し、市に提出すること。維持管理業務報

告書の構成、記載項目は、維持管理運営企業が実施するセルフモニタリング結果を反

映させ、要求水準の達成状況が簡潔に確認できるように記載することとし、詳細につ

いては、基本維持管理業務計画書の作成時に市と協議の上、決定する。 

なお、維持管理運営企業は、月次報告書については翌月10日までに、年次報告書に

ついては毎年度終了後30日以内に、市に提出すること。 

 

(7) 長期修繕計画書 

維持管理運営企業は、事業終了3年前までに、事業期間終了後の15年間において必要

となる修繕内容を示した長期修繕計画書の案を作成し、市と協議を開始すること。ま

た、事業終了1年前までに、市との協議結果を反映した長期修繕計画書を市に提出する

こと。 

 

(8) 事業期間終了時の対応 

維持管理運営企業は、事業期間終了時において、本施設の全てが要求水準書で提示
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した性能、機能を発揮でき、著しい損傷がない状態で市へ引き継ぐこと。ただし、性

能及び機能を満足する限りにおいては、経年における劣化は許容する。 

 

(9) 業務遂行上の留意点 

① 法令の遵守 

関係法令、関係技術基準等を充足した維持管理業務計画書を作成し、これに基づき

業務を実施すること。 

 

② 点検及び故障等への対応 

点検及び故障への対応は、維持管理業務計画書に従って速やかに実施すること。な

お、点検結果及び故障等の対応内容について、実施後速やかに市に報告すること。 

 

③ 緊急時の対応 

 事故・火災等による非常時及び緊急時の対応について、予め市と協議し、維持管理

業務計画書に記載すること。 

 事故・火災等が発生した場合は、維持管理業務計画書に基づき直ちに被害の拡大防

止及び復旧に必要な措置を講じるとともに、市及び関係機関に報告すること。 

 

④ 協議等 

 協議が必要と判断される事項については、維持管理運営企業は、事前に市と協議す

ること。 

 維持管理運営企業は、維持管理に係る各業務の記録を保管し、市の求めに応じて速

やかに提出できるようにしておくこと。 

 

⑤ 関係諸機関への届出・報告 

維持管理運営企業は、維持管理に係る各業務の責任者に、必要に応じて、関係諸機

関等への届出や報告を実施させるとともに、緊急時の関係諸機関への連絡等を行わ

せること。 

 

⑥ その他 

維持管理運営企業は、業務の一部を第三者に委託する業務範囲と指揮系統を明確

にした業務実施体制を確立した上で、あらかじめ市に書面で申請し、承諾を得た場

合、第三者に委託することができるものとする。 
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２ 業務の要求水準 

(1) 建築物保守管理業務 

① 業務内容 

本施設について、適切な維持管理計画に基づき、本施設の性能及び機能を維持

し、公共サービスが常に円滑に行われるよう、建築物各所の点検及び保守を実施す

る。 

 

ア 日常点検 

建築物が正常な状況にあることを、最新版の「国の機関の建築物の点検・確認ガ

イドライン」に準じて現場を巡回して目視等により観察し、異常を感じた時には正

常化に向けた措置を講じること。 

 

イ 法定点検 

関連法令等の定めにより点検を実施すること。点検により設備等が正常に機能し

ないことが明らかになった場合、適切な方法（保守、補修、修繕、交換、分解整

備、調整等）により対応すること。 

 

ウ 定期点検 

建築物が正常な状況にあることを目視、測定等により確認し、建築物の良否を判

定のうえ点検表に記録するとともに、建築物の各部位を常に最良な状態に保つこ

と。 

 

エ 修繕・更新 

業務計画書及び必要に応じて、修繕・更新を行うこと。維持管理運営企業が実施

する範囲は、１件あたり30万円（税込）未満の小規模修繕とする。それ以上の修繕

については市が自らの負担で実施する。 

 

オ 緊急修繕 

利用者からの申告等により発見された不具合等の修繕を行うこと。不具合等の発

生時は現場調査、初期対応等の措置を講じ、必要に応じて速やかに市に報告するこ

と。１件あたり30万円（税込）以上の修繕であっても、安全管理上緊急を要するも

のなどについては、維持管理運営企業及び市で協議の上、維持管理運営企業におい

て実施する場合がある。この場合、修繕に要する経費は市が負担する。 

 

カ 記録の作成及び提出 

建築物の保守管理の記録等を作成し、点検記録は 3年以上、その他の記録は事業
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期間中保管すること。なお、修繕等において設計図面に変更が生じた場合は、変更

箇所を反映させておくこと。 

 

② 要求水準 

ア 施設全般 

 適正な性能、機能及び美観が維持できる状態に保つこと。 

 部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行い、迅速に修繕等

を行い、適正な性能及び機能、美観が発揮できる状態に保つこと。 

 金属部の錆、結露、カビの発生を防止すること。 

 開閉・施錠装置、自動扉等が正常に作動する状態を保つこと。 

 建築物内外の通行等を妨げず、運営業務に支障をきたさないこと。 

 建築物において重大な破損、火災、事故等が発生し、緊急に対処する必要が生じた

場合の被害拡大防止に備えること。 

 ご意見、要望、情報提供等に対し、迅速な判断により対処すること。 

 

イ 屋根 

 漏水がない状態を保つこと。 

 ルーフドレン及び樋等の詰まり、漏れがないこと。 

 金属部分がさび、腐食していないこと。 

 仕上げ材の割れ、浮きがないこと。 

 落ち葉やごみ等の集積及び汚れを除去すること。 

 

ウ 天井・内壁・床 

 仕上げ材の浮き、剥離、ひび割れ、変退色等がないこと。 

 ボード類のたわみ、割れ、外れがないこと。 

 塗装面のひび割れ、浮き、チョーキングがないこと。 

 結露、カビの発生がないこと。 

 仕上げ材や下地における浮き、剥落、脱落、ひび割れ、破損、変色、錆付き、腐食、

チョーキング、漏水、カビの発生等の防止及び発生時の修繕等を行うこと。 

 その他、各スペースの特性に応じた利用に支障のないよう維持すること。 

 

エ 建具（扉・窓・窓枠・シャッター・可動間仕切等） 

 所定の水密性、気密性、断熱性、遮音性を維持すること。 

 各部にひび割れ、破損、変形、仕上の変色、劣化、錆付き、腐食、結露やカビの発

生、部品の脱落等の防止及び発生時の修繕等を行うこと。 

 開閉・施錠装置、自動扉等が正常に作動する状態を維持すること。 
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オ 階段・スロープ 

 通行に支障・危険を及ぼすことのないようにすること。 

 仕上材や手すり等における破損、変形、緩み等の防止及び発生時の修繕等を行うこ

と。 

 ぐらつき、ささくれ等の防止及び発生時の修繕等を行うこと。 

 

(2) 建築設備保守管理業務 

① 業務内容 

本施設の性能、機能を維持し、公共サービスが常に円滑かつ快適に行われるよ

う、建築設備等の運転、監視、点検、保守、保全等を行うこと。 

 

ア 運転・監視 

 設備保守点検は施設の内外を問わず各施設を巡回し、修理・改善箇所、清掃等に気

を配り、施設の維持管理に努めること。 

 諸室の用途及び気候の変化等を勘案し、利用者の快適性を考慮に入れて、適正な操

作によって各設備を効率よく運転、監視すること。 

 運転時期の調整が必要な設備に関しては、市と協議して運転期間・時間等を決定す

ること。 

 各設備の運転中、操作又は使用中及び点検作業中に障害となりうるものの有無を

確認し、発見した場合は除去もしくは適切な対応を取ること。 

 

イ 日常点検 

 建築物が正常な状態にあるかどうか、測定等により確認し、その良否を判定のうえ

点検表に記録するとともに建築物の各部位を常に最良な状態に保つこと。 

 

ウ 法定点検 

 各種設備の関係法令の定めにより点検を実施すること。 

 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、適切な方法によ

り対応すること。 

 

エ 定期点検 

 各種設備について、常に正常な機能を維持できるよう、設備系統ごとに定期的に点

検を実施すること。 

 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、又は何らかの悪

影響を及ぼすと考えられる場合には、適切な方法により対応すること。 
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オ 修繕・更新 

 維持管理運営企業は、年度業務計画書に基づき、修繕・更新を行うこと。事業期間

内に要求水準に示す性能及び機能を保つために必要な修繕・更新を実施すること。

維持管理運営企業が実施する範囲は、１件あたり 30 万円（税込）未満の小規模修

繕とする。それ以上の修繕については市が自らの負担で実施する。 

 

カ 劣化等への対応 

・ 劣化等について調査、診断、判定を行い、適切な方法（保守、保全、交換、分解整 

備、調整等）により迅速に対応すること。 

 

キ 故障等への対応 

・ 利用者からの申告やアラーム等により発見された軽微な故障の修繕を行うこと。 

・ 利用者等からの要望、情報提供等に対し迅速な判断により対処すること。 

・ 故障等の発生時には現場調査、初期対応等の措置を講じ、速やかに市に報告する

こと。 

 

ク 記録の作成及び提出 

 建築設備の保守管理の記録等を作成し、点検記録は 3 年以上、その他の記録は事

業期間中保管すること。なお、修繕等において設計図面に変更が生じた場合は、変

更箇所を反映させておくこと。 

 

② 要求水準 

ア 施設全般 

 全ての設備に欠陥がないように維持し、正常に作動するように維持すること。 

 識別が必要な機器については常に識別可能な状態を維持すること。 

 全ての配管、タンク、バルブ、蛇口等が確実に取り付けられ、漏水がない状態に維

持すること。 

 飲料水が清潔に保たれていること。 

 全ての安全装置と警報装置が正しく機能するようにすること。 

 給湯温度を適正に管理すること。 

 燃料の漏れや流出がない状態を維持すること。 

 

イ 空調換気設備 

 空調換気設備が完全に作動し、温度・湿度等が正しく調整されていること。 

 全ての空調換気設備が、振動、音響、温湿度、臭気、圧力等の異常がなく、正常に
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運転されていること。 

 定期的に全ての空調換気設備の外部清掃、内部清掃を行い、清潔かつ衛生的な状態

が保持されていること。 

 空調換気設備の運転記録が正しく記録されていること。 

 

ウ 照明設備 

 非常照明を含む全ての照明、コンセント等の性能を保つこと。 

 損傷、腐食、その他の欠陥がないこと。 

 

エ 動力設備、受変電設備 

 全ての設備が正常な状態にあり、漏電、損傷、腐食、油の漏れ、その他の欠陥がな

く完全に作動すること。 

 識別が必要な機器については、常に識別可能な状態にあること。 

 自家用電気工作物の保安管理をすること。 

 

オ 通信（電話・情報・テレビ共同受信等） 

・ 全ての設備が正常な状態にあり、損傷、腐食、その他の欠陥がなく完全に作動す

る状態を維持すること。 

・ バックアップが必要なものについては、適切な措置を講じること。 

 

カ エレベーター設備（設置する場合） 

・ 常時、正常に作動する状態を維持すること。 

・ 監視装置は常時、正常に作動する状態を維持すること。 

 

(3) 什器・備品等保守管理業務 

① 業務内容 

本施設に設置する什器・備品の品質を維持するための適切な点検、保全、修繕を

行う。修繕について維持管理運営企業が実施する範囲は、１件あたり30万円（税

込）未満の小規模修繕とする。それ以上の修繕については市が自らの負担で実施す

る。 

 

② 業務対象 

業務の対象範囲は、本施設に設置される什器・備品等（維持管理運営企業所有備

品及び維持管理運営企業がリースで調達した備品を含む。）とする。 

 

③ 要求水準 
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ア 備品の管理 

 維持管理運営企業は、運営業務に支障をきたさないよう運営上必要な備品等を管

理するとともに、不具合の生じた備品等については、随時、修繕・更新等を行い、

常に良好な状態を維持すること。 

 消耗品は、在庫を適切に管理し、必要な消耗品を適宜、維持管理運営企業が購入し、

施設の管理運営上、不足がないようにすること。 

 不具合の生じたものに関しては、随時更新を行うこと。 

 

イ 備品台帳の整備 

 維持管理運営企業は、本施設の備品について備品台帳を作成し、管理を確実に行う

こと。 

 

(4) 駐車場・外構等維持管理業務 

① 業務内容 

本施設の外構の各部の点検、保守、修繕、並びに植栽の保護、育成及び剪定等を

実施する。修繕について、維持管理運営企業が実施する範囲は、１件あたり30万円

（税込）未満の小規模修繕とする。それ以上の修繕については市が自らの負担で実

施する。 

 

② 業務対象 

業務の対象範囲は、屋内プール施設、駐車場、案内板等の外構等とする。 

 

③ 要求水準 

ア 共通 

 利用期間において、機能上、安全上、適切な状態に保つこと。 

 毎年度の利用開始時、利用終了時の他、必要に応じて点検を行うこと。 

 

イ 工作物（門、照明、外灯、看板等） 

 機能、安全、美観上、適切な状態に保つこと。 

 部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行い、必要な場合は

迅速に修繕を行うことで、部材の劣化、破損、変形等がない状態を保つこと。 

 重大な破損、事故等が発生し、緊急に対処する必要が生じた場合の被害拡大防止に

備えること。 

 

ウ 駐車場、通路、コンクリート又はアスファルト舗装面 

 コンクリート表面・舗装面等に段差や凹凸がなく、歩行者や車両の通行に支障がな
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い状態を保つこと。 

 駐車場や道路標識等のマーキングは、利用できる状態に保つこと。 

 積雪時には、駐車場及び通路等について、車両や人の通行に支障がないように除雪

及び凍結防止策を行うこと。また、本施設内の適切な場所に堆雪し、管理を行うこ

と。 

 

エ 植栽等 

 植栽の維持管理にあたっては、利用者及び通行者の安全に配慮すること。 

 植物の種類、形状、生育状況等に応じて、せん定、刈り込み、潅水、 除草、施肥、

病害虫防除、養生等の適切な方法による維持管理を行い、周辺環境と調和した美観

を保持すること。 

 薬剤、肥料等は、環境及び安全性に配慮して選定すること。散布、使用にあたって

は、周辺環境や作業員の安全に十分配慮すること。 

 

(5) 環境衛生業務 

① 業務内容 

本施設等の環境を常に最良の状態に保つため、法令等に基づき環境衛生管理を行

う。 

 

② 要求水準 

ア 法令等に基づく環境衛生管理業務 

 維持管理運営企業は、「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」（以下「建

築物衛生法」という。）に規定される「建築物環境衛生管理基準」に従い本施設の

環境衛生管理を行うこと。 

 本業務は、「建築保全業務共通仕様書」の最新版に基づき実施すること。なお、最

新版の更新に伴う対応については、市と維持管理運営企業の協議により決定する

ものとする。 

 維持管理運営企業は、法令等に定める測定・点検等を実施すること。 

 測定等を実施した場合は、実施記録等を作成し、市に報告すること。 

 点検記録は法令等に定める期間保存すること。 

 整備・事故記録は、事業期間中保存すること。 

 

イ 生物被害防除業務 

 建築物衛生法に基づき、ネズミ、コウモリ、鳥、昆虫、ダニ、カビ、その他の生物

被害を防除し、本施設内への進入及び施設・備品等への被害防止に努めること。 

 本施設等の問題箇所に薬剤散布を行い、昆虫類の繁殖を防止すること。 
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 噴霧法、散布法その他の有効と認められる駆除、予防方法を維持管理運営企業の選

択により採用すること。 

 

ウ 屋内プール施設環境衛生業務 

 プール水は、常に消毒を行うこと。また、遊離残留塩素濃度がプール内で均一にな

るように管理すること。 

 浮遊物等汚染物質を除去することにより、プール水を「遊泳用プールの衛生基準」

に示されている水質基準に定める水質に保つこと。また、新規補給水量及び時間当

たりの循環水量を常に把握すること。 

 プールの利用頻度に応じて、新規補給水量と循環水量の割合に注意する等、適切な

水質管理を行うこと。 

 レジオネラ属菌の発生を未然に防止し、また、レジオネラ菌を不活性化するために、

関係法令等による基準等を遵守した上で、より積極的な衛生管理に努めること。 

 水質検査は、「遊泳用プールの衛生基準」に基づいて実施すること。なお、汚染負

担量が大きい場合には、水質検査の回数を適宜増やすこと。 

 水質検査の結果が水質基準に達しない場合には、補水、換水、循環ろ過の改善、塩

素剤の注入その他の方法により、速やかに改善を図ることとし、速やかな改善が困

難な場合は、プールの利用を中止する等、利用者の健康管理を最優先とする対応を

行うこと。 

 プールの維持管理に用いる消毒剤や測定機器等必要な資材を適切に保管管理する

こと。また、薬品の保管管理に当たっては、第三者が容易に手を触れられないよう

な措置をとること。 

 使用する薬剤が消防法及び労働安全衛生法に規定する危険物に該当する場合は、

これらの法律を遵守すること。なお、プール水の消毒に液体塩素を用いる場合は、

塩素ガスの漏出等による危害を防止するため、高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第

204 号）、労働安全衛生法等の関係法規を遵守し、適切に管理すること。 

 更衣室・シャワー室・トイレ等の臨時点検及び清掃を行い、清潔な環境の維持に努

めること。各諸室内の床面等に損傷がある場合は、速やかに補修することとし、補

修が済むまでは危険であることを明示して立入りを禁止する等、利用者の安全を

確保すること。 

 

(6) 清掃業務 

① 業務内容 

建物内及び外構等の環境・衛生を維持し、本施設における公共サービスの提供そ

の他の各種業務が快適な環境のもとで円滑に行われるように清掃業務を行う。 
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② 要求水準 

ア 共通 

 作業実施にあたり、建物、設備、備品、器具等を損傷させないよう留意すること。 

 目に見える埃、土、砂、汚れがない状態を維持し、見た目にも心地よく、衛生的な

状態を保つこと。 

 清掃は、できる限り本施設運営の妨げにならないように実施すること。 

 個別箇所毎に日常清掃及び定期清掃を組み合わせ、清掃箇所の状況を踏まえ、要求

水準を満たすこと。 

 業務に使用する用具及び資材等は常に整理整頓に努め、人体に有害な薬品等は十

分な管理を行うこと。 

 業務の実施にあたっては、電気及び水道の節約に努めること。 

 業務終了後は、各室の施錠確認、消灯及び火気の始末に努めること。 

 

イ 日常清掃業務（建物内） 

維持管理運営企業は、施設全般について日常的に清掃を行い、施設、設備、備品、

器具等が常に清潔な状態に保たれるようにすること。また、消耗品は常に補充され

た状態にすること。 

 

項目 要求水準 

床  床仕上げに応じた適切な方法により砂、埃、ごみ、汚れ、

シミ等を落とし、清潔な状態に保つこと。 

ごみ箱等  開館前までには内容物が全て空の状態になっており、汚れ

が付着していない状態にすること。 

トイレ（洗面台

等含む） 

 衛生陶器類は適切な方法により常に清潔な状態に保つこ

と。 

 トイレットペーパー、消毒用品等は常に補充しておくこ

と。 

 間仕切りは落書き、破損がない状態に保つこと。 

 洗面台は常に水垢の付着や汚れがない状態に保つこと。 

 鏡はシミ、汚れがついていない状態に保つこと。 

利用者向け机・

椅子等 

 砂、埃、汚れがないようにすること。 

金属部分、手す

り、扉、スイッ

チ類 

 砂、埃、汚れがないようにすること。 

ガラス面  砂塵による汚れがない状態に保つこと。 
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プールサイド

床等 

 美観と衛生を保つこと。 

その他内部附

帯施設 

 清潔な状態に保つこと。 

 

ウ 定期清掃業務（建物内） 

維持管理運営企業は、下記の箇所を含め、日常清掃では実施しにくい箇所につい

て、清掃を適切な頻度及び方法により実施すること。 

 

項目 要求水準 

壁、天井  定期的に清掃し、表面全体の埃、シミ、汚れ等を落とし、

清潔な状態に保つこと。 

フロアマット  定期的に清掃し、土等汚れがない状態に保つこと。 

什器・備品  定期的に清掃し、埃や目に見える土や汚れがない状態に保

つこと。 

照明器具、時

計、換気口等 

 定期的に清掃を行い、埃、土、汚れを落とし、適正に機能

する状態に保つこと。 

窓枠、窓ガラス  定期的に清掃を行い、汚れのない状態に保つこと。 

プールの水槽、

脱衣場、配管等 

 定期的に洗浄・殺菌を実施し、衛生的な環境を維持し、感

染症等の発生を抑止すること。 

 

エ 外構清掃業務 

 維持管理運営企業は、外構施設について日常的に清掃を行い、機能、安全、美観上

適切な状態を保つこと。 

 建物周囲については、定期的に清掃し、障害物、泥、砂利、ごみ等がなく、通行が

スムーズに行える状態を保つこと。 

 排水管、雨水枡等は、常に適切に機能が発揮される状態にあること。 

 排水設備、溝、水路等は、ごみ、泥、その他の障害物による詰まりがない状態であ

ること。 

 排水設備、溝、水路等は、施設外部から小動物が容易に侵入できないような措置を

講じること。 

 敷地内のごみ等が近隣に飛散しないよう適切な措置を講じること。 

 落ち葉、土等汚れがない状態を保つこと。 

 敷地内案内板等は、表示が見やすい状態に保つこと。 

 施設や工作物に落書きのない状態を保つこと。 
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オ その他 

 清掃用器具、洗剤等の資機材やトイレットペーパー等の衛生消耗品の補充は、全て

維持管理運営企業の負担とする。 

 資機材及び衛生消耗品は、計画書に示された場所に整理し、保管すること。 

 廃棄物は所定の場所に収集し、集積すること。なお、分別方法は、市の指定する方

法に従うこと。 

 

(7) 警備・保安業務 

① 業務内容 

本施設の秩序及び規律の維持、盗難、破壊等の犯罪の防止、火災等の災害の防

止、財産の保全及び利用者の安全を確保するため、警備を行う。 

 

② 要求水準 

 本施設の用途、規模、開館時間及び利用状況等を勘案し、利用者の安全性も考慮に

入れた適切な警備計画を立て、犯罪・事故等の未然防止に努めること。 

 「警備業法」、「消防法」及び「労働安全衛生法」等関係法令及び関係官公庁の指示

等を遵守すること。 

 24 時間 365 日、本施設の警備を行うこと。 

 警備方法は、機械警備を基本とし、必要に応じて有人警備を行うこと。なお、繁忙

期及びイベント催事等の時には、利用者の安全が確保できるよう警備体制を整え

ること。 

 業務に必要な各種警備装置は、市と協議の上、維持管理運営企業が設置する。契約

期間満了又は契約解除となった場合は、維持管理運営企業が当該機器を撤去し、現

状復旧すること。これら機器の設置、撤去及び保守点検に必要な費用は、指定管理

料に含まれるものとする（発注者の責に帰すべき事由による場合を除く。） 

 急病、事故、犯罪、火災等が発生したとき又は発生の恐れがあるときは、警備員が

速やかに現場に急行して、現状の確認及び適切な処置を行い、統括責任者及び関係

機関への通報連絡等を行える体制を整えること。 

 不審者の侵入、不審な車両の進入防止を行うこと。 

 火の元、消火器及び火災報知器の点検を適切に行うこと。 

 鍵の受渡し、保管及びその記録を行うこと。 

 放置物の除去等、避難動線の常時確保に努めること。 

 不審物の発見、処置に適切に対応すること。 

 維持管理運営企業は、必要に応じて警備員への適切な指導・研修を行う体制を整え

ること。 

 維持管理運営企業の過失により、施設又は第三者に損害を与えた場合は、維持管理
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運営企業はその損害を賠償しなければならない。 

 



資料 2 

70 

第９ 自主事業に関する事項 

１ 基本的な考え方 

(1) 業務の基本方針 

維持管理運営企業は、本施設において、本事業の目的の実現と利用者の利便性向上

を目的として、本施設及び周辺施設との相乗効果が期待できる自主事業を提案し、市

の承認を得た上で実施すること。なお、市が想定する自主事業の例としては以下のと

おり。 

 

(2) 業務区分 

① 健康増進事業の実施業務 

健康増進事業は必須とする。市民がスポーツや健康づくりを行うきっかけとする

ため、プールや多目的スタジオを活用して、多様なニーズに応じた教室やイベント等

の事業を実施すること。実施形態は以下のとおり想定するが、その他の提案も可能と

する。 

 

 プールにおけるスイミング教室 

 多目的スタジオにおけるヨガ教室等 

 

② 飲食物等提供業務 

飲食物等提供業務は必須とする。実施形態は以下のとおり想定するが、その他の提

案も可能とする。 

 

 本施設内における専用機器の常設設置（例：自動販売機） 

 本施設内における小規模な店舗の仮設設置（例：キッチンカー） 

 

③ 物販業務 

物販業務は任意とする。実施形態は以下のとおり想定するが、その他の提案も可能

とする。ただし、利用者の利便性の向上に資する商品の販売とし、物販コーナー等は

受付近辺の空きスペースや本施設内の利用者の通行を妨げないスペースに設置する

こと。 

 

 スポーツ用品等の販売コーナー等の設置 

 

④ 市街地活性化事業の実施業務  

市街地活性化事業の実施業務は必須とする。交流人口の創出や、地域の賑わい創出

につながる幅広い提案を想定するが、その他の提案も可能とする。 
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⑤ その他の事業の実施業務 

上記事業以外にも、維持管理運営企業は自らのアイデア及びノウハウを活かすこ

とができる事業を提案することができる。本施設の有効活用、集客力・魅力・利便性

向上等に資するものとして事業を実施すること。実施は任意とする。 

 

２ 自主事業の実施に関する要件 

(1) 基本的事項 

 維持管理運営企業は、施設整備費、光熱水費を含む全ての費用を負担し、独立採算

により運営すること。ただし、健康増進事業のように本施設の諸室で行う自主事業

に係る光熱水費等はこの限りではない。 

 維持管理運営企業は、料金を設定し、自主事業から得られる収入を自らの収入とす

ることができる。 

 自主事業業務の実施にあたっては、運営・維持管理業務の期間途中からの実施、内

容の変更も可能とする。 

 維持管理運営企業は、本施設を活用し、本施設の維持管理・運営業務に支障のない

範囲で自主事業を実施できる。この場合、それに必要なスペースについては、地方

自治法第 238 条の 4 第 7 項に基づき、小松島市が行政財産の目的外使用の許可を

与える。維持管理運営企業が支払う使用料は、維持管理運営企業の提案や小松島市

行政財産の使用料に関する条例（平成 10 年 3 月 25 日条例第 18 号）等を踏まえ、

別途市が定める。 

 

(2) 施設用途及び内容の制限 

以下の施設は計画・整備してはならない。 

 徳島県青少年健全育成条例（昭和 40年 7月 19日条例第 31号）の規定に反する他、

こどもの健全な育成の観点でふさわしくない施設 

 周辺の風紀の維持の観点でふさわしくない施設 

 その他本事業の目的との適合の観点でふさわしくない施設 
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第１０ 学校授業実施業務及び介護予防事業実施業務に関する事項 

１ 基本的な考え方 

(1) 業務の基本方針  

本施設では、市内小学校の水泳授業における利用及び水中トレーニング等を含む高齢

者向けの介護予防事業による利用を予定している。 

市は維持管理運営企業に対し、これらの利用の支援として、学校授業実施業務及び介

護予防事業実施業務を別途委託する。よって本章に記載する学校授業実施業務及び介

護予防事業実施業務は本事業の対象外とするが、本事業の実施にあたっての参考とし

て記載するものである。 

学校授業実施業務及び介護予防事業実施業務の詳細は市と維持管理運営企業が協議

の上、委託契約を締結する。 

 

(2) 業務区分 

① 学校授業実施業務 

② 介護予防事業実施業務 

 

(3) 業務期間 

    委託契約締結後、令和 22年 3月 31 日までを想定 

    ※契約は年度ごとに締結するものとする。 

 

２ 学校授業実施業務に関する要件 

(1) 基本的事項 

① 対象学校 

 対象となる小学校及び児童生徒数は図表 8 を確認すること。なお、１回あたりの

利用人数は約 40 名～約 100 名を想定するが、詳細は事前に市と協議し、決定する

ものとする。児童生徒数の将来推計については「小松島市人口ビジョン」を参照す

ること。 

 小松島中学校、小松島南中学校については、指定管理開始時においては、学校授業

実施業務の対象外予定であるが、将来的には対象となる可能性がある。 
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図表 8 令和 11年度 対象学校別想定児童生徒数 

 

 

② 実施時期、時刻 

 年間の授業実施時間は供用開始当初に対象となる７校（小松島小学校、児安小学校、

新開小学校、立江小学校、北小松島小学校、坂野小学校、和田島小学校）で合わせ

て約 120 時間（2コマ×60 日）程度を想定する。授業利用の時期は市と学校が協議

し決定するが、水泳授業の一環として夏前に着衣水泳を含む授業を実施する。 

 授業は原則平日の午前に実施する。 

 

③ 支援の内容 

 業務内容は、屋内プール施設を利用して行う、学校水泳授業の指導（準備体操等を

含む。）及び授業時間中の監視とする。 

 授業実施の支援として、適正な人数の専門の水泳指導員および監視員を配置する

こと。 

 学校水泳授業について、各小学校の教員が１学年につき 3 名程度が同行するもの

とする。当該教員の役割は、支援等が必要な児童・生徒の見守り、指導の補助及び

授業全体の監視とし、必要に応じて入水する。 

 当該教員と協力し業務を行うものとし、授業の指導については、指導員が主体的に

行うものとする。指導内容については事前に各校の各学年主任あるいは体育教員

と打合せをすること。※監視については、当該教員及びプールに常駐している監視

員と協力して行うことができるものとする。 

 指導員には、水泳指導に精通している者及び普通救命講習を受講したことのある

者を配置すること。 

 学校授業の詳細な実施日程や時間帯等については、事前に市と協議し、決定するも

学年 1 2 3 4 5 6

小松島小 人数 81 79 96 104 103 89

児安小 人数 7 8 10 14 12 16

新開小 人数 13 17 24 15 22 13

立江小 人数 6 12 5 8 9 7

北小松島小 人数 20 22 26 24 16 18

坂野小 人数 9 11 6 9 6 6

和田島小 人数 13 21 16 16 18 15

※小松島小・・・全て1学年3クラス

※小松島小以外・・・全て1学年1クラス
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のとする。 

 

(2) 留意事項 

 送迎用バスの契約は市が別途行うものとする。ただし、水泳授業の実施に中止が生

じた際は、維持管理運営企業が送迎用バス委託業者に連絡を行うこととする。 

 平日午前には介護予防事業による利用も想定されるため、更衣室の利用時間や動

線を分けるなどして双方に影響が出ないよう配慮すること。 

 

３ 介護予防事業実施業務に関する要件 

(1) 基本的事項 

① 対象 

 市内在住の 65歳以上の高齢者（介護保険非該当及び要支援１・２の方）を対象と

する。 

 １回に利用する人数は、維持管理運営企業による設定とすること。 

 

② 実施時期 

 通年にわたる利用とし、利用者は月２回程度の利用を想定する。 

 

③ 支援の内容 

 介護予防事業実施の支援として、適正な人数の専門の指導員を配置すること。 

 水中歩行やバランストレーニングなど、効果的なプログラムとすること。 

 介護予防事業利用者の送迎は必須としない。 

 

(2) 留意事項 

 介護予防事業利用者の募集等を含め、事業運営に必要な業務を総合的に実施する

こと。 

 本施設における介護予防事業利用料金の設定は、市と協議して設定すること。なお、

介護予防事業利用料金はすべて維持管理運営企業の収入とする。 

 介護予防事業の実施時間中に一般利用者の利用を受け入れる場合には、利用する

レーンを分けたり、更衣室の利用時間や動線を分けるなど双方の利用に影響が出

ないよう配慮すること。 


